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新 しいまちづ くり活動の支援システムの研究
-｢基金｣ ｢公益信託｣ ｢NPO｣ の現状と課題一
出 井 信 夫
1 はじめに :地域社会貢献活動を支援するシステムとしての ｢基金｣
｢公益信託〕｢NPO｣の役割 ･機能に対する再認識
近年､個人および企業等が地域社会に対する社会貢献活動を行うことについては､社会的に大き
な意義があると強く認識されている｡とりわけ､阪神大震災の際に現地に直接出動した多数のボラ
ンティア活動やソ連船舶の座礁による重油の流失に伴う日本海沿岸地域住民の海岸汚染防除に活躍
した多数のボランティア活動などが契機となり､｢災害時等に一時的に活動するボランティア活動｣
から､｢恒常的 ･日常的に活動するボランティア活動｣に対する関心が急速に高まってきた｡
企業においては､これませも｢メセナ｣ ｢収益のlO/o寄付｣運動などに代表されるように､多種多
彩な社会貢献活動が展開されてきたことは､周知のとおりである｡
一方､個人においても､従前の災害時における義援金や物資等の提供などに代表されるよう､多
種多彩な社会貢献活動が展開されてきたことも､また周知のとおりである｡
加えて､近年のボランティア活動の大きな特徴は､災害時や社会的な弱者などに対し､日常的 ･
恒常的に社会福祉貢献活動の観点より､直接的に凍 ランティア活動などの行動を実行する場面が多
くなる傾向が高まっているという点があげられる｡
いずれにしても､これらボランティア活動の失行を推進する際には､物心両所より支援する方法
として､義援金 ･物資等の提供などが必要とされることについては､従前と何ら変わるものではな
い｡これらのボランティア活動に代表されるような社会貢献活動を推進する非営利活動に対し､日
常的 ･恒常的に､安定的な活動資金や支援体制の確立 ･充実強化を図ることが大きな社会問題とし
て議論されてきたことは周知のとおりである｡
このような背景のもとに､ボランティア活動の推進と支援を図るために､通称､｢NPO法｣と呼
ばれる ｢特定非営利活動促進法｣が最終的に参議院で修正可決され成立し､平成10年12月より施
行されることになったわけである｡
本稿では､次のような観点より､｢基金｣制度および ｢公益信託｣制度の現状とその役割･機能に
対する再認識を行うとともに､新しいまちづ くりにおける支援システムの観点より､｢NPO｣ の役
割 ･機能の在り方とその支援方法の在り方について考察する｡
(1) ｢基金｣の概念と ｢基金設置者｣の概要
(2) 地方自治体における基金の設置目的と基金の設置に関する法的根拠
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(3) 地方財政白書にみる ｢基金｣の現状とその推移
(4) 地方交付税の算定基準に採用された ｢基金｣の概念
(5) 地方自治体における ｢基金｣の事例
(6) 電源地域市町村における ｢基金｣の事例
(7) ｢公益法人｣における ｢基金｣の主な事例
(8) ｢民間企業財団｣における ｢基金｣の主な事例
(9) ｢公益信託｣制度の概要と ｢まちづ くり信託｣の主な事例
(10) ｢NPO｣ の概要
(ll) ｢まちづ くりトラスト｣の仕組みとその概要
(12) ｢寄附金控除｣制度の概要
(13) ｢基金｣｢公益信託｣｢NPO｣ 制度の視点よりみるまちづ くりの方向と課題
2 ｢基金｣の概念と ｢基金設置者｣の概要
1 基本的な ｢基金｣の類型化と基金設置者
｢まちづ くりや地域振興 ･地域活性化｣の視点より､地方自治体や地方自治体が中心に出指して
設立された公益法人である財団法人などにおいて､｢基金の拠出者と基金を管理する運営管理者との
関係性｣の観点に着冒して区分すると､基本的に､次のような4つに類型化される｡
(1) 地方自治体の ｢基金｣
(2) 公益法人 (地方自治体が出指した財団法人等)における ｢基金｣
(基本財産と運用財産､その他の基金を含む)
(3) 公益法人 (民間企業等が出指した財団法人等)における ｢基金｣
(基本財産と運用財産､その他の基金を含む)
(4) 公益信託における ｢基金｣
図表 1は､これら基金設置について､組織形態の観点より､比較整理したものである｡
図表2は､基金設置について､根拠法令､事例の観点より､比較整理したものである｡
2 ｢基金｣の性格と基金設置の概要
このように､｢基金の拠出者とその基金の管理運営者｣の観点､つまり､｢基金｣の設置について､
(1)誰がどのような形で拠出 ･負担しているのか､また(2)基金の管理運営はどのような制度等を活
用しているのかという観点より大別すると､次のようなパターンに類型化される｡
(1) 地方自治体における ｢基金｣設置
地方自治体の｢基金｣については､次の2つの観点､すなわち､(1)根拠法に基づき区分されるも
のと､(2)基金り性格づけの観点から区分されるものに大別される｡
(1)基金について明示された法律としては､基本的には､①地方自治法､②地方財政法､③災害救
助法の3つがあげられる｡
(2)基金について､性格づけの観点から区分すると､一般には､①積立基金､②定額運用基金の2
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図表 1 組織形態の比較検討
(i)基金､ (2)公芸法人 (対日法人)､ (3)公益信託､ (4)第三セクター (諌言会社)刀
主視点の荷故について､①滋的花札 ②損本,買別､③基本的な財産､④遷言讃臥 ⑤事芸の輯乱 ⑤事業の
可維範雷の観点より､とりまとめて比較考孟したらのが次芸である,
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- (H 基 金 ((" 'i;孟 f^,A 川 公 益 信 託 第三セクター川 (諌言全社)地方公共田拝 財 団 法 人
i.宅 的 損 拠 地方公共団捧内 財団法人の場合 寄 附 行 為 主誘官庁の設置 法 人 空 記
詔の投畳は条例(地方自治法) は等附行為(民 法) (王 達) 許可(信 託 法) (商 法)
2.損 太浸 剤 条 例 寄 附 行 為 寄 附■行 為 公益信託契約 定 款
3.基 本 的 な封 蔓 基 金 基 金 基泰 討室と遠点財産がある 信 託 財 産 買 衷 金
4.運 言 讃 FuB 空 事 者 空 事 全 空 事 全 ①信託雪雲人の同意および②遺言召貴会等の助 ､勧告を受けて受託者(信讃 行)那行う ･遺言の芸所は｢取箱役会_Iが執行重要案件は諌言総 ｣の責記が必要
5.事業の再考 -:椴会計上の事 一姫的には財田 公芸キヨ的とした ･信託頚行が許可 ･収益事業を.3行
宗と明一遍に区分 .%人を設立して 財重曹雪や施設等 申請等を行うた する場合には孟
する必要がある○基金を雪雲する.の菅空運言宗全等 め､法人里記や も適していろ,
(使途の制限が 基金に基づく を遂行する○ 事務所設置が ･一腰的には
ある) 事業がその他の 三溝官庁の ｢設立 不要O ｢商法上の競三｣
また､議会への 辛芸と明蒜に区 許可｣が必要であ ･財団法人のよう に従うが､粗方
詑告義帯がある.別できる, ′○○ に人件男等の事務的桂 がかからない.･三原官庁の ｢設立許可｣ 必要○ 公共田棒の出買割合によっては｢地方喜捨法上の規定｣に従う譲合がある○
6 事 業 の 基金の設置目的の転田内 公益事業でかつ 公益信託 契約の 定款記載の呂粥の
可 能 菰笥 定奈記載の目的の転鼠⊃ただし､ 公益手芸の目的連 戒のため収益事 業(制限あり)を 行うことは可能○ 両宙内 菰昆内
7 三吉している ･助成 .育成宇美 ･財重曹雪 ･実字金給付 ･施設の遷設か.i--
事 業 分 野 ･実劫事業 ･属設題言雪空 ･研究助成等凝異 管空運言に三つ
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図表2 基金の比較
基金の主導田捧 基金設置根拠 基金の菅号 .運用三拝と会計 .運用区分 ･事 -Pl:
地 方 公 共 団 捧 条 例 ① 地方公共冠体の直轄 (蛋)･特定呂的のために運用会計処塁上は-殺会計 東京都環境碍全基金他16基金
(財団設立の韻暑さ)寄 附 行 為 ② 財団法人による菅雪 .運用･基本新主お び運用財産 :(財)舶虐待の基金卜.足立三'7づくり公社尉 まつど舞と水辺の
･基金の真実による運用は封田の一般 緑化基金
会計処空･基金会汁として､財田の他事業のと区分するケ丁スもある (財)東京都公国協会
言問企業､壁済苛序､讃墳深護石持一層人等 ① 企業 .冠棒による青空 .遷JT'F=･ 芸会計による益金処分 ｢コメリ緑基金｣ト7.リ.7-ス基金｣地域産業売異
(剰余金､預かり金等) (静間商工会議所)
寄 附 行 為 ② 財日法人･基本財ヨおよび運用財産 (財) トヨタ財田尉 たくぎん7ロ.JテLT財田J柿Eg川自然岸護討
･基金の果実に与る運用は財田の一般会計処望 〔ヨ
③ その他の公益法人 社会福祉法人 Lがぎん福祉財団
設 置 許 可 ③ 公益f書記 (信託発行)･信託法に基づき､受託者の信託頚行 サントリー 世界夏鳥芸会名だら…日 くりトラスト多摩まちづくりファンド
(注)地方公共･5序が｢投会計の余寿l金を 憎 立基金｣として蔑み立てて遺言管雪するO
帝なケースとして､ ｢緑化基金｣のように開発事業者等からの開発お力金 ･寄附金等をこの苛立
基金に篇り入れる場合がある.
その ｢讃立基金の運用益｣により当該等芸を行う,
この ｢運用益｣の会計処空は､一般会計で行う.
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つに区分される｡
このうち､(丑積立基金は､@年度間の歳入歳出の過不足の財源調整の役割を果たしている ｢財政
調整基金｣､(9地方債償還のために設けられる基金である ｢減債基金｣､(9その他特定の行政目的を
遂行するため積み立てられる ｢その他特定目的基金｣の3つに分けられる｡
一方､(診定額運用基金は､@土地開発基金､(砂その他定額運用基金の2つに分けられる｡
このほかにも､歳出決算額の余剰金を積立るものとして､｢歳計剰余金処分積立金｣がある｡
いずれの基金についても､原則として､地方自治体の ｢一般会計｣において運用されている｡
ただし､自治体の中には､これらの基金の管理運用については､別途 ｢特別会計｣を設けて､管
理運用をしているものも中にはある｡これらの基金の取扱や運用については､自治体により異なる
面もあるが､自治体の行財政運営における裁量権の範囲の問題であるといえる｡
(2) 公益法人 (地方自治体が中心に出指した財団法人等)における ｢基金｣設置
地方自治体が出指した公益法人であろ財団法人の ｢基金｣については､一般r伽こは､法人の公益
活動を支援する財源である ｢基本財産｣を意味している｡財団法人の中には､この基本財産とは別
途区分された､｢運用財産｣を公益活動に資するという観点より､｢特定な公益目的を遂行するため
の基金｣ を設定している場合もある｡
次のような財団法人における ｢基金｣ 設置の事例が､代表的なケースとしてあげられる.
新潟県長岡市の財団法人信波川テクノポリス開発機構には､基本財産以外の基金として､それぞ
れの目的･用途･機能を遂行するために､｢債務保証基金｣｢技術振興活性化基金｣｢地域産業活性化
基金｣の3つの基金が財団法人の公益活動を支援する措置として別途設けられている｡
また､新潟県新潟市にある拙新潟インダストリアルプロモーションセンターでは､財団法人の｢基
本財産｣のほかに､｢地域産業育成基金｣が別途設けられている｡
同様に､新潟県上越市にある仰1)新潟県雇用環境整備財団では､財団法人の｢基本財産｣のほかに､
上越市を中心に､｢上越地域雇用環境整備基金｣が別途支援基金として設けられている0
(3) 公益法人 (民間企業等が中心に出指した財団法人等)における ｢基金｣設置
一般には､民間企業などが出指した公益法人である財団法人における｢基金｣も同様に､｢基本財
産｣を意味しているが､中には､地方自治体が出指した公益法人の財団法人と同様に､特定の目的
を遂行するために､｢基金｣を別途設定している場合も中にはある考えられる｡
財団法人助成1日一団とは､主要な企業財団などの民間公益法人などの各種の研究助成制度や奨学金
助成措置などを定期的に詳解している､わが国で唯一の公益法人である｡同財団においても､公益
法人の基金などの設置については詳細な基金設置の実態など､統計データや､体系的な資料はない
ために､残念ながら詳細は不明である｡
(4) 公益信託における ｢基金｣設置
『公益信託』制度にみられるように､｢委託者 (出謂者)より財産などの拠出を受けて､公益目的
を達成 ･遂行するために､受託者 (信託銀行)が信託管理人や運菅委月会の助言を受け､管理運営
される基金｣がある｡
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この ｢公益信託｣ 制度において､その目的や用途､役割などについて､他の信託目的とは区別す
るという意味で､｢まちづ くり公益信託｣と呼ばれる信託目的がある｡この ｢まちづ くり公益信託｣
とは､基本的に､他の公益信託 (奨学金等の給付や研究奨励金等の給付など)と､その概念､仕組
み､機能が大きく異なるわけではない｡まちづ くりを推進するという観点を重視して､便宜的に､
このように呼ばれているわけである｡
3 地方自治体における基金の設置目的と基金の設置に関する法的根拠
地方自治体における ｢基金｣については､その根拠法に基づいて大別すると､次の3つの法律に
よる ｢基金｣ に分類される｡
(1) 地方自治法
(2) 地方財政法
(3) 災害救助法
1 地方自治法における ｢基金｣制度
地方自治法における
いる｡
(1) 『地方自治法』
(2) 『地方自治法』
(3) 『地方自治法』
(4) 『地方自治法』
(5) 『地方自治法』
｢基金｣制度について､『地方自治法』には､次の3つの各条文が明記されて
第241条 :基金
第237条 :財産の管理及び処分
第238条 :公有財産の範囲及び分類
第238条の4:行政財産の管理及び処分
第238条の5:普通財産の管理及び処分
(1) 『地方自治法』における ｢基金｣設置
(1) 基金の性格による分類
『地方自治法』第241条の第1項には､｢基金｣について､｢普通地方公共団体は､条例の定める
ところにより､特定の目的のために財産を維持し､資金を積み立て､又は定額の資金を運用するた
めの基金を設けることができる｣と明示されている｡
｢基金｣は､大別すると､(1)特定の目的のために財産を維持し､資金を積み立てるために設置さ
れるもの (例えば､義務教育施設などの公共公益施設を整備するために積み立てる現金､学校建設
資金を調達するために維持する山林､地方債の償還のために積み立てる現金等)､(2)特定の目的の
ために定額の資金を運用するために設置されるもの (例えば､奨学育英資金等を支給するために設
けられた基金､資金の貸付けまたは物品の購買のために設ける基金)と､2つに分けられる｡
(2) 基金の管理運用と基金の処分
『地方自治法』第241条の第2項には､｢基金は､これを前項の条例で定める特定の目的に応じ､
及び確実かつ効率的に運用しなければならない｣と､同241条第3項には､｢第1項の規定により特
定の目的のために財産を取得し､又は資金を積み立てるための基金を設けた場合においては､当該
目的のためでなければこれを処分することができない｣･と明示されている｡
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また､『地方自治法』第241条の第7項には､｢基金の管理については､基金に属する財産の種類
に応じ､収入若しくは支出の手続き､歳計現金の出納若しくは保管､公有財産若しくは物品の管理
若しくは処分又は債権の管理の例による｣とある｡
このように､本来､定額の資金を運用するために設置された基金の中にも､事業目的の達成や事
業の中 ･廃止など事業の変遷により､処分されるケースも中にはある0
いずれの基金についても､一定の原資金を積み立て基金として予算を通して設定した後は､一般
会計予算とは直接的に関係なく経理されるところに基金の特徴がある (例えば､資金の貸付けであ
れば､貸付金の償還後に再び基金に収入され､新たな貸付けのための資金として順次反覆､継続し
てなされる)0
(3) 基金に関する監査と基金の経理処理
『地方自治法』第241条の第5項には､｢第1項の規定により､特定の目的のために定覇の資金を
運用するための基金を設けた場合においては､普通地方公共団体の長は､毎会計年度､その運用の
状況を示す書類を作成し､これを監査委員の監査に付し､その意見を付け､節233条第5項の書類
(決算書類等)と併せて議会に提出しなければならない｣とある｡
その運用については､基金から直接貸付け､及び当該基金に匿按償還させる等､歳入歳出予算に
関係なく経理されるので､｢基金の運用から生ずる収益及び基金の管理に要する経費は､それぞれ毎
会計年度の歳入歳出予算に計上しなければならない｣とされる (同241条4項)0
この基金については､その運用の適正を図る意味から1年度問の実損を議会に提出することとな
っている｡
(4) 基金管理の権限
｢基金の管理｣は､長の権限であるのに対して､基金に屈する現金及び有価証券の保管は､出納
長または収入役の権限であると､解されている｡したがって､基金に属する現金の預金の名義は､
地方自治体とし､その取扱責任者は､出納長または収入役としなければならない｡このような点か
ら､基金に属する動産の管理は､長の権限と解すべきである｡また､基金の管理の手続きについて
は､｢基金に属する財産の種類に応じ､収入役もしくは支出の手続き､歳計現金の出納もしくは保管､
公有財産もしくは物品の管理もしくは処分またはJif権管理の例による｣とある (同241条7項)O
また､『地方自治法』第241条の第8好江二は､.｢基金の管理及び処分に関し必要な事1mま､条例で
これを定めなければならない｣とある｡
このように､基金は､本来､特定の目的のために財産を維持し､または資金を積み立てるための
基金については､処分は制限されているが､当該目的を達成することが不要になったときは､当該
目的でなくとも､処分することができると解されている｡また､基金の全部を処分することは､基
金の廃止になるので､基金条例を廃止したうえで､当該処分をすべきである｡
基金に屈する現金を金融機関に預金をする際の取扱いは､出納長が､預金先､預金の種別(定期､
普通等)を決め､預金の手続きをするが､この場合､指定金融機関以外の金融機関に預金するもの
については知事と協議することになっている｡
(2) 『地方自治法』における ｢財産の範囲｣
『地方自治法』の節237条には､｢財産の範囲｣について､次のように明示され､財産の管理及び
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処分の規定がなされている｡
第237条 この法律において ｢財産｣とは､公有財産､物品及び債権並びに基金をいう｡
2 第238条の4第1項の規定の通用がある場合を除き､普通地方公共団体の財産は､条例又は議
会の議決による場合でなければ､これを交換し､出資の目的とし､若しくは支払い手段として
使用し､又は適正な対価なくしてこれを譲渡し､若しくは貸し付けてはならない｡
3 普通地方公共団体の財産は､第238条の5第2項の規定の適用がある場合で､議会の議決によ
るときでなければ､これを信託してはならない｡
このように､本条は､財産の適正な管理及び処分を画するため､財産の範囲を明確にするととも
に､管理､処分の通則を規定したものである｡
第2項及び第3項において財産の交換､出資､信託等を原則として禁止したのは財政上の基本原
則の一つである総計予算主義を堅持し､健全な財政運営を図る趣旨による｡
1
(3) 『地方自治法』における ｢公有財産の範囲及び分類｣
『地方自治法』の第238条には､｢公有財産の範囲及び分類｣について､次のように明示されてい
る｡
第238条 この法律において ｢公有財産｣とは､普通地方公共団体の所有に属する財産のうち､
次に掲げるもの (基金に属するものを除く｡)をいう｣とある｡
(1) 不動産
(2) 船舶､浮標､浮桟橋及び浮 ドック並びに航空機
(3) 前二号に掲げる不動産及び動産の従物
(4) 地上権､地役権､鉱業権､その他これらに準ずる権利
(中略)
(7) 出資による権利
(8) 不動産の信託の受益権
2 公有財産は､これを行政財産と普通財産に分類する｡
3 行政財産とは､普通地方公共団体において公用又は公共用に供し､又は供することと決定した
財産をい十､普通財産とは､行政財産以外の一切の公有財産をいう.
このように､本条は､公有財産e)管理体制を確立するため､公有財産の範囲を法定するとともに､
公有財産の用途により､行政財産と普通財産に分類することを規定したものである｡
また､｢行政財産｣とは､庁舎 ･学校･道路など地方自治体において公用又は公共の用に供するも
のをいい､｢普通財産｣とは行政財産以外の一切の財産をいう｡
行政財産の管理は原則として公法上の規定に従うが､普通財産の管理処分は原則として､一般私
法の通用を受ける｡
(4) 『地方自治法』における ｢行政財産の管理及び処分｣
『地方自治法』の第238条の4には､｢公有財産の管理及び処分｣について､次のように明示され
ている｡
第238条の4 行政財産は､次項に定めるものを除くほか､これを貸し付け､交換し､売り払い､
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譲与し､出資の目的とし､若しくは信託し､又はこれに私権を設定することはできない｡
2 行政財産である土地は､その用途又は目的を妨げない限度において､国､他の地方公共団体そ
の他政令で定めるものに対し､政令で定める用途に供させるため､政令で定めるところにより､
これを貸し付け､又はこれに地上権を設定することができる｡この場合においては次条第3項
及び第4項の規定を準用する｡
(後略)
このように､行政財産は､本来､地方自治体が行政目的を達成するために所有するものであるか
ら､私人の財産のように自由に管理､処分することは許されない｡
本条は､行政財産の交換､売払い等を禁止するとともに､行政財産本来の用途及び目的を妨げな
い限度において､例外的に行政財産への私権の設定及び私人の使用を認めることを規定したもので
ある｡行政財産に私権を認めることとしたのは､例えば､庁舎等と後者等の施設を合築して区分所
有をする場合には､第4項の使用許可のみでは律しきれないといった事情にかんがみたものである
と解することができる｡
また､私権設定の対象となりうるのは土地だけであり､私権の内容は貸付け及び地上権の設定に
限定されている｡なお､行政財産を貸付けて合築する相手方の範囲は､昭和63年の地方鋸台法施行
令第169条の改正により､地方自治体が2分の1以上を出資している法人等にまで拡大されている｡
(5) 『地方自治法』における ｢普通財産の管理及び処分｣
『地方自治法』の第238条の5には､｢普通財産の管理及び処分｣について､次のように明示され
ている｡
第238条の5 普通財産は､これを貸し付け､交換し､売り払い､譲与し､若しくは出資の目的と
し､又はこれに私権を設定することができる｡
2 普通財産である土地 (その土地の定着物を含む｡)は､当該普通地方公共団体を受益者として
政令で定める信託の日的により､これを信託することができる｡
(後略)
このように､本条は､普通財産の適正な管理及び処分を図るため必要な基本的事項を規定したも
のである｡ 普通財産は､本来､直接行政上の目的に供せられるものではないから､原則として一
般私法の通用のもとにこれを貸付け､交換すること等ができる｡
2 地方財政法における ｢積立金｣
地方財政法における ｢基金｣制度について､『地方財政法』には､次の3つの各条文が鋸己されて
いる｡
(1) 『地方財政法』節 4条の3:年度間の財源調整
(2) 『地方財政法』節4条の4:積立金の処分
(3) 『地方財政法』節 7条 :余剰金
(1) 『地方財政法』の ｢年度間の財源調整｣
『地方財政法』第4条の3には､｢地方自治体における年度間の財源の調整｣について､次のよう
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に明記されている｡
第 4条の3 (前略)
当該超過額が新たに増加した当該地方公共団体の義務に属する経費に係る一般財源の額を著し
く超えることとなるときは､その著しく超えることとなる額を､災害により生じた減収を埋め
るための財源､前年度までに生じた歳入欠陥を埋めるための財源又は緊急に実施することが必
要になった大規模な土木その他の建設事業の経費その他やむを得ない理由により生じた経費の
財源に充てる場合のほか､翌年度以降における財政の健全な運営に資するため､積み立て､長
期にわたる財源の取得等のための経費の財源に充て､又は償還期限を繰り上げて行う地方債の
財源に充てなければならない｡
2 前項の規定により積み立てた金額 (以下 ｢積立金｣という)から生ずる収入は､すべて積立金
に繰り入れなければならない｡
(後略)
このように､本条は､｢地方公共団体における年度間の財源調整｣が規定されたものである0
第1項は､当該年度に余裕財源が生じまたは生ずることが予想される場合は､災害その他やむを
得ない理由がある場合を除きその余裕財源は積み立てたりあるいは地方債の繰上償還財源に充てる
など､長期にわたる財政運営の健全性を確保するため地方公共団体自ら年度間における財源調整を
行わなければならないことを義務づけたものである｡
また､第2項は､第1項の積立金から生ずる収入の措置について､第3項は積立金の運用方法に
ついて規定されたものである｡
(2) 『地方財政法』の ｢積立金の処分｣
『地方財政法』の第4条の4には､｢積立金の処分｣について､次のように明示されている｡
第4条の4 積立金は､準の各号の1に掲げる場合に限り､これを処分することができる｡
1 経済事情の著しい変動等により財源が著しく不足する場合において当該不足額をうめるため
の財源に充てるとき｡
2 災害により生じた経費の財源または災害により生じた減収をうめるための財源に充てるとき
3 緊急に実施することが必要となった大規模な土木その他の建設事業の経費その他必要やむを
得ない理由により生じた経費の財源に充てるとき｡
4 長期にわたる財源の育成のためにする財産の取得等のための経費の財源に充てるとき｡
5 償還期限を繰り上げて行う地方債の償還の財源に充てるとき｡
このように､本条は､前条の規定により年度間の財源調整のため設けられる積立金について､そ
の処分しうる場合を規定したものである｡
年度間の財源変動にそなえる積立金であっても､住民福祉の向上を図る等のため積極的にこれを
とりくずす必要のある場合が生ずる｡本条は､その具体的な処分ケースを制限列挙的に規定したも
のである｡
(3) 『地方財政法』の ｢余剰金｣
『地方財政法』の第7条には､｢余剰金｣について､次のように明示されている｡
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第7条 地方公共団体は､各会計年度において歳入歳出の決算上剰余金を生じた場合においては､
当該剰余金のうち2分の1を下らない金額は､これを剰余金を生じた翌翌年度までに､積み立
て､又は償還期限を繰り上げて行なう地方債の償還の財源に充てなければならない｡
2 第4条の3第2項及び第3項並びに第4条の4の規定は､前項の規定により積み立てた金額に
ついて準用する｡
3 前条の公営企業について､歳入歳出の決算上剰余金を生じた場合においては､第1項の規定に
かかわらず､議会の議決を経て､その全部又は一部を一般会計又は他の特別会計に繰り入れる
ことが できる｡
4 第1項及び前項の剰余金の計算については､政令でこれを定める｡
このように､本条は､｢歳入歳出の決算上生じた剰余金の処分方法｣を定めたものである｡
第1項は､決算上生じた剰余金の一定部分は年度間調整財として積み立て､または地方債の繰上
償還財源に充て､将来における財政運営の健全性を確保すべきことを規定したものである｡
また､第2項は､積立金から生ずる収入の措置､積立金の運用方法および積立金を取り崩しうる
場合について､第3項は公営企業における特例について､節4項は､剰余金の決算方法について､
それぞれ規定したものである｡
3 災害救助法における ｢災害救助基金｣
基金の設置については､地方自治体行政においては任意とされているが､中には災!LT･救助法など
のように､その設置が義務づけられているものが中にはある.このように､法律で設耶義務を課し
ている場合には､条例は必要ではない｡
災害救助法における ｢基金｣制度について､『災害救助法』には､次の3つの各条文がある｡
(1) 『災害救助法』第37条 :災害救助基金
(2) 『災害救助法』第38条 :基金の積み立て
(3) 『災害救助法』第39条～第43条 :基金の管理運用方法
(1) 『災害救助法』の目的
災害救助法の目的については､第1条に､次のように明記されている｡
｢この法律は､災害に際して､国が地方公共団体､日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の
下に､応急的に､必要な救助を行い､災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目
的とする｣とある｡
(2) 『災害救助法』の ｢災害救助基金｣
災害救助法における ｢災害救助基金｣については､.節37条に､次のように明記されている.
｢都道府県は､前条に規定する費用の支弁の財源に充てるため､災害救助基金を租み立てて置か
なければならない｣とある｡
このように､災害救助基金を処分して同基金の設置目的のために使用する場合には､当該基金に
属するものが物品であれば直接基金から支出して使用できるが､現金であれば歳入歳出予算に計上
しなければならないとされる｡
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(3) 『災害救助法』の ｢基金の積み立て｣
災害救助法における｢災害救助基金の積み立て｣については､第38条に､次のように明記されて
いる｡
第38条 災害救助基金の各年度における最小額は当該都道府県の当該年度の前年度の前3年間
における地方税法に定める普通税の収入額の決算額の平均年額の1000分の5に相当する額と
し､災害救助基金がその最小額に達していない場合は､都道府県は､政令で定める金額を､当
該年度において､積み立てなければならない｡
② 前項の規定により算定した各年度における災害救助基金の最小額が500万円に満たないとき
は､当該年度における災害救助基金の最小額は､500万円とする｡
このように､本条は､災害救助基金の積み立て金について､規定したものである｡
(4) 『災害救助法』の ｢基金の管理運用方法｣
災害救助法における ｢災害救助基金の管理運用方法｣については､第39条～第43条に､次のよ
うに明記されている｡
第39条 災害救助基金から生ずる収入は､すべて災害救助基金に繰 り入れなければならない｡
第40条 第36条の規定による国庫の負担額が､同条に規定する費用を支弁するために災害救助
基金以外の財源から支出された額を超過するときは､その超過額は､これを災害救助基金に繰
り入れなければならない｡
第41条 災害救助基金の運用は､次の方法によらなければならない｡
1 資金運用部への預託又は確実な銀行への預金
2 国債証券､地方債証券､勧業債券その他確実な債券の応募又は買入
3 第23条第1項に規定する給与品の事前購入
第42条 災害救助基金の管理に要する費用は､災害救助基金から､これを支出することができる｡
第43条 災害救助基金が第38条の規定による最小額以上積み立てられている都道府県は､区域
内の市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)が災害救助の資金を貯蓄しているときは､同条の規定
による最小額を超える部分の金額の範囲内において､災害救助基金から補助することができる｡
1このように､第39条～第43条は､災害救助基金の管理運用方法について､規定したものである.
4 土地開発公社と土地開発基金
(1) 公有地の拡大の推進に関する法律の目的
｢公有地の拡大の推進に関する法律｣の目的については､同法第1条に､次のように明記されて
いる｡
第1条 この法律は､都市の健全な発展と秩序ある整備を促進するため必要な土地の先買いに関
する制度の整備､地方公共団体に代わって土地の先行取得を行うこと等を目的とする土地開発
公社の創設その他の措置を講ずることにより､公有地の拡大の計画的な推進を図り､もって地
域の秩序ある整備と公共の福祉の増進に資することを目的とする｣とある｡
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(2) 法律の用語の説明
｢公有地の拡大の推進に関する法律｣における用語の意義､説明については､同法第2条に､次
のように明記されている｡
第2条 この法律において次の各号に掲げる用語の意義は､当該各号に定めるところによる｡
1 公有地 :地方公共団体の所有する土地をいう｡
2 地方公共団体等 :地方公共団体､土地開発公社及び制令で定める法人をいう｡
3 都市計画区域 :都市計画法 (昭和 43年法律第100号)第4条第2項に規定する都市計画区域
をいう｡
4 都市計画施設 :都市計画法第4条第6項に規定する都市計画施設をいう｡
(3) 公有地の確保及びその有効利用
｢公有地の確保及びその有効利用｣について､同法節3条に､次のように明記されている0
第3条 地方公共団体は､農林漁業との健全な調和を図りつつ良好な都市環境の計(LTJl的な整備を
促進するため､必要な土地を公有地として確保し､公有地の有効かつ適切な利川を図るように
勤めなければならない｡
2 土地開発公社は､その設立の目的に従い､農林漁業との健全な調和に配慮しつつ公有地となる
べき土地を確保し､これを適切に管理し､地方公共団体の土地需要に対処しうる川に努めなけ
ればならない｡
(4) 土地開発公社
同法では､土地開発公社について､第 10条､第 11条､第12条､節13条､節17条､節25条の
各条文において､次のように､｢設立｣｢名称｣｢出資｣｢業務の範囲｣｢二じ地1用発公札に対する1;f非保
証｣などについて明記されている｡
第10条 地方公共団体は､地域の秩序ある整備を図るために必要な公有地となるべき二Ⅰ二地等の取
得及び造成その他の管判互等を行わせるため､叩劇ミで､又は他の地方公共団体と共同して二f･.地flH
発公社を設立することができる｡
2 地方公共団体は､土地開発公社を設立しようとするときは､その議会の議決を経て定欺を定め､
都道肝県 (都道肝県の加入する一部串務組合又は広域連合を含む｡以下この好日こおいてド･-=二.)
又は都道府県及び市町村が設立しようとする場合にあっては主務大臣､その他の場合にあって
は都道府県知事の認可を受けなければならない｡
節11条 前条の規定による土地開発公社は､法人とする.
節12粂 土地開発公社は､その名称中に土地開発公社という文字を用いなければならない｡
2 土地開発公社でない者は､その名称中に土地開発公社という文字を川いてはならない｡
節13条 地方公共団体でなければ､土地開発公社に出資することができない｡
2 土地開発公社の設立者である地方公共団体 (以下 ｢設立団体｣という｡)は､土地偶発公社の
基本財産の徹の2分の1以上に相当する資金その他の財産を出資しなければならない｡
第 17条 土地開発公社は､節10条節1項の目的を達成するため､次に掲げる業務の全部又は一
部を行うものとする｡
42 新しいまちづくり活動の支援システムの研究- ｢基金｣｢公益信託｣｢NPO｣の現状と課題-
1 次に掲げる土地の取得､造成その他の管理及び処分を行うこと｡
(1) 第4条第1項叉は第5条第1項に規定する土地
(2) 道路､公園､緑地その他の公共施設又は公用施設の用に供する土地
(3) 公営企業の用に供する土地
(4) 都市計画法第4条第7項に規定する市街地開発事業その他の制令で定める事業の用に供
する土地
(5) (1)から(4)までに掲げるもののほか､地域の秩序ある整備を図るために必要な土地として
制令で定める土地
2 住宅用地の造成事業その他土地の造成に係わる公営企業に相当する事業で制令･で定めるもの
を行うこと｡
3 土地開発公社は､第1項第1号(4)に掲げる土地の取得については､地方公共団体の要請をま
って行うものとする｡
第25条 地方公共団体は､法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律 (昭和21年法律第
24号)第3条の規定にかかわらず､土地開発公社の債務について保証契約をすることができる｡
(5) 土地開発公社と土地開発基金
このように､土地開発公社は､公有地の先行取得を行うために設立された特別法人である｡
一方､｢土地開発基金｣については､地方自治体の行財政運営において､他の基金と同様に､一般
会計の中で設置されるものであるが､公有地の先行取得を行うために､管理運用されている｡
例えば､東京都の場合には､公有地の先行取得を行うために､｢土地開発公社の設立はせず｣に､
専ら､定額運用基金である｢土地開発基金の管理運用｣により､事業対応をしている｡このように､
土地開発公社を設立せずに､土地開発基金により､事業を推進している自治体も中にはある｡
また､新潟県柏崎市のように､公有地の先行取得を行うために､｢土地開発公社｣と｢土地開発基
金｣の両者を別々に設立 ･設置し､比較的中長期で取得経費規模が大きい案件については､土地開
発公社による対応を図る.一方､比較的短期で取得経費規模が小さい案件については､土地開発塞
金により対応する｡柏崎のように､｢土地開発公社｣と ｢土地開発基金｣の両者を効果的に活用し､
事業の運営に対応を図る例も中にはある｡なお､柏崎市では､｢土地取得特別会計｣を設け､土地開
発基金の運用を行っていることが大きな特徴であるといえる｡
このように､｢公有地の先行取得を行う｣に際しては､次のように､(1)土地開発公社を設立して
対応しようとするのか､または(2)土地開発基金を設置して対応しようとすものか､あるいは(3)土
地開発公社と土地開発基金の両者を設立･設置して対応しようとするのかなど､基本的には､3つの
方法があるわけである｡この中で､いずれの方法により対応を図るのかについては､地域性､人口
増減などの変化､宅地開発状況､公共施設整備状況､都市 ･生活基盤整備状況などに加えて､これ
までの事業経緯-の対応処置など､各々の地方自治体における行財政運営の方針により大きく異な
るわけである｡その意味では､個別地方自治体における｢行政運営における裁量行政の範囲の問題｣
であるといえる｡
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5 その他の法令等における ｢基金｣の設置
その他の法令にもづ く ｢基金｣としては､次の2つの法律に基づ く基金がある｡
(1) 地方公営企業法
(2) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
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(1) 地方公営企業法
(1) 法律の目的と担任する事務
｢地方公営企業法｣について､この法律の目的は､同法第1条に次のように明記されている｡
第1条 この法律は､地方公共団体の経営する企業の組織､財務及びこれに従事する職員の身分
取り扱いその他企業の経営の根本基準､企業の経営に関する事務を処理する地方自治法の規定
による一部事務組合及び広域連合に関する特例並びに企業の財政の再建に関する措置を定め､
地方自治の発展に資することを目的とする｡
また､同法には､｢管理者の担任する事務｣について､第32条の第7項には､次のように明記さ
れている｡｢当該企業の用に供する資産を取得し､管理し､及び処分すること｣とある｡
(2) 剰余金
同法には､｢剰余金｣について､第32条に､次のように明記されている｡
第32条 地方公営企業は､毎事業年度利益を生じた場合において前事業年度から繰り越した欠損
金があるときは､その利益をもってその欠損金をうめ､なお戟緋があるときは､政令で定める
ところにより､その残折の20分の1を下らない金箱を減債積立金又は利益積立金として租み立
てなければならない｡
2 毎事業年度生じた利益の処分は､前項の規定による場合を除くほか､議会の議決を経て定めな
ければならない｡
3 第1項の減債積立金は､企業債の償還に充てる場合のほか､使用することができない｡
4 第1項の利益積立金は､欠損金をうめる場合のほか､使用することができない｡
5 毎事業年度生じた資本剰余金は､その源泉別に当該内容を示す名称を附した科目に租み立てな
ければならない｡
6 前項の資本剰余金は､政令で定める場合を除くほか､処分することができない｡
このように､地方公営企業の運営においても､基金の特性を活用して事業運営を図る自治体も中
にはある｡
(2) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律
(1) 法律の目的と教育委員会の職務権限
｢地方教育行政の組織及び運営に関する法律｣について､この法律の目的は､同法第1条に､次
のように明記されている｡
第1条 この法律は､教育委員会の設置､学校その他の教育機関の職員の身分取扱その他地方公
共団体における教育行政の組織及び運営の基本を定めることを目的とする｡
また､｢教育委員会の職務権限｣については､同法第23条に､次のように明記されている｡
第23条 教育委月会は､当該地方公共団体が処理する教育に関する事務及び法律又はこれに基づ
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く政令によりその権限に属する事務で､次の各号に掲げるものを管理し､及び執行する｡
(2) 教育財産の管理
また､｢教育財産の管理｣については､同法第23条の第2に､｢学校その他の教育機関の用に供す
る財産 (以下 ｢教育財産｣ という｡)の管理に関すること｣とある｡
このように､教育委員会の運営においても､基金の特性を活用して事業運営を図る自治体も中に
はある｡
4 地方財政白書にみる ｢基金｣の現状とその推移
1 ｢積立金｣の状況
各年度の 『地方財政白書』より､｢積立金の状況｣について､(1)歳出決算積立金と､(2)歳計剰余
金処分積立金についてみる｡
(1) 歳出決算積立金
まず､(1)歳出決算積立金について､(∋積立金､②積立金取崩し額､③純積立額についてみる｡平
成 9年度では､(∋積立金は1兆6,729億円 (前年度比4,642億円減少､21.7%減少)､(診積立金取崩
し額は2兆9,574億円 (前年度比2,447億円増加､9% 増加)､③純積立額は▲ 1兆2,845億円 (前年
度比 7,088億円増加､123% 増加)であった｡
次の図表3は､平成元年度以降の積立金の状況を示したものである0
平成5年度以降の純積立額は､毎年度赤字額のマイナスで推移していることが特徴的である｡
図表3 積立金の状況
.(∋L積 立 金 ② 積立金取崩し額 ③ 純積立額
平成元年度 4兆5,411億円 9,789億円 3兆6,629億円
平成2年度 5兆821億円 1兆5,537億円 3兆6,446億円
平成3年度 4兆6,769~億円 2兆7,127億円 2兆 7,127億円
平成4年度 3兆7,153億円 2兆6,947億円 1兆206億円
平成5年度 2兆6,333億円 3兆 1,266億円 ▲ 4,932億円
平成6年度 2兆3,900億円 3兆2,740億円 ▲ 8,839億円
平成7年度 2兆289億円 3兆1,234億円 ▲ 1兆945億円
平成8年度 2兆1,370億円 2兆7,127億円 ▲ 5,757億円
平成9年度 1兆6,729億円 2兆9,574億円 ▲ 1兆2,845億円
(2) 歳計剰余金処分積立金
また､(2)歳計剰余金処分積立金は､平成 9年度は､1,200億円であった｡
次の図表4は､平成元年度以降の歳計剰余金処分積立金の推移を示したものである｡
近年､毎年度歳計剰余金処分積立金は､ほぼ同程度の額で推移してきたが､平成9年度には例年
度に比較して大幅に増加したことが特徴的である｡
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2 ｢積立金現在高｣の状況
平成 9年度末現在における ｢積立金現在高｣は､
16兆4,736億円で､前年度に比べて､1兆2,845億円､
7.2%減少 している｡
(1) 財政調整基金
積立金現在高のうち｢財政調整基金｣は､平成 9年
度末現在､3兆3,033億円であり､前年度に比べて､
3,378億円､8.5%減少 している｡
45
図表 4 歳計剰余金処分積立金の状況
歳計剰余金処分積立金
平成元年度 1,007億円
平成2年度 1,162億円
平成3年度 1,162億円
平成4年度 1,043億円
平成5年度 1,072億円
平成6年度 1,085億円
平成7年度 1,050億円
平成8年度 1,093億円
平成9年度 1,200億円
(2) 減債基金
積立金現在高のうち ｢減債基金｣は､平成 9年度末現在､4兆386億円で､前年度に比べ､5,193
億円､ll.4%減少 している｡
(3) その他特定 目的基金
積立金現在高のうち ｢その他特定基金｣は､平成 9年度末現在､9兆1,316億円で､前年度に比べ
て､4,574億円､4.8%減少 している｡
次の図表5は､積立金現在高の状況を示 したものである｡
図表5 積立金現在高の状況
積立金現在高(億円) (丑財政調整基金 (参減債基金 ③その他特定基金
平成元年度 13兆4,342億円 3兆6,123億 2兆6,507億 7兆1,712億
平成2年度 17兆 858億円 3兆8,797億 4兆4,417億 8兆7,643億
平成3年度 19兆6,913億円 3兆9,381億 5兆9,480億 9兆8,052億
平成4年度 20兆7,257億円 3兆8,655億 6兆5,874億 .10兆2,728億
平成5年度 20兆 269億円 3兆6,864億 6兆 1,002億 10兆4,824億
平成6年度 19兆3,992億円 3兆6,539億 5兆4,795億 10兆2,658億
平成7年度 18兆3,282億円 3兆5,516億 4兆9,601億 9兆8,165億
平成8年度 17兆7,526億円 3兆6,112億 4兆5,575億 9兆5,839億
(出所) 図表3-図表5は､自治省編 『地方財政自書』各年度版より作成
5 地方交付税の算定基準に採用された ｢基金｣の概念
｢地方交付税｣は､基本的に､次の計算式 ≪基準財政需要額一基準財政収入研≫に基づいて､<計
算された値の結果がプラスかマイナスか>によって､地方交付税の交付基準覇が決定されることは
周知のとお りである｡この場合､仮に､結果がプラスであるならば､基準財政収入額が基準財政需
要額に満たない財政力の弱い団体であるとして､地方交付税は交付される｡
一方､仮に､結果がプラスであるならば､基準財政収入額は基準財政需要覇を超えるものとして､
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｢不交付団体｣として地方交付税は交付されない｡
このように､地方交付税の交付の際には､基準財政需要額の内容は交付税の多寡を決める要素と
して大きな影響を与えるわけである｡
この基準財政需要額の計算式に､平成3年度においては､｢土地開発基金費｣ ｢地域福祉基金費｣
｢財源対策債償還基金費｣の3つの基金の項目が新たに加えられた｡
もちろん､これは基準財政需要額の算定モデルに加えられた原単位であるから､このような基金
を実際に設置していなければ需要額に算入されないということではない｡このように基準財政需要
額に加算されることによって､地方交付税の計算基礎部分において､基金の設置が奨励されたと解
することができる一例として捉えることができるわけである｡
このように需要額に加算された3つの基金については､需要額の算定基礎数値として､その後も
継続的に採用されたわけではない｡いわゆる､｢ふるさと創生事業｣の1億円を交付をする際の交付
金の算定根拠として需要額を加算するための根拠として､｢基金の考え方や発想方法｣が利用された
と考えられるのである｡
6 地方自治体における ｢基金｣の事例
根拠法に基づいて､｢基金設置｣や ｢拠出された基金の運用管理｣は､地方自治体行政において､
実際にどのように行われていろのか.また､｢基金の果実の運用｣(利子収入)について､地方自治
体の一般会計において､どのように対応処理されているのかなどについて､地方自治体の典型的な
｢基金｣の事例として､次の団体の例を紹介する｡
(1) 東京都の ｢基金｣の事例
(2) 東京都世田谷区の ｢基金｣の事例
(3) 東京都足立区の ｢基金｣の事例
(4) その他の市町村の ｢基金｣の事例
1 東京都の市 ･区町村の ｢基金｣の分類事例
東京都では､東京都の市 ･区町村における ｢基金｣について､基金の性格に基づき､次のような
9つの事業分野の項目に分け分類･調査されている｡｢地方財政状況調査表｣においても､同様な区
分がなされている｡
この区分については､性格的､目的別に分けられた統計的な分類であり､特にこのような名称の
基金が､設置されているということではない｡
(1) 庁舎等の建設
(2) 国際化の推進
(3) 地域社会の基盤整備の推進
(4) 社会福祉の充実
(5) 保健医療の充実
(6) 環境保全対策の推進
(7) 産業の振興
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(8) 教育 ･文化 ･スポーツの振興
(9) その他
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2 東京都の.｢基金｣ の事例
現在､東京都の一般会計において､条例に基づき設置されている基金の数は､12基金ある｡
東京都に現在設置されている基金の具体的な名称については､次のようなものがあげられる｡
(1)財政調整基金､(2)減債基金､(3)社会資本等整備基金､(4)東京フロンティア基金､(5)地域福
祉振興基金金､(6)中小企業振興基金金､(7)国際平和文化交流基金､(8)環境保全基金､(9)男女平
等推進基金金､(10)美術資料取得基金金､(ll)災害救助基金､(12)心身障害者扶養年金基金の12基
金である｡
このうち､｢社会資本等整備基金｣については､平成9年度に新たに設置されたものであるOそれ
まで個別の基金として設置されていた､(1)シティ･ホール等建設基金､(2)都了fi交通基盤整備 基金
(①地下鉄 12号線建設整備基金､②連続立体交差事業基金)､(3)住宅整備基金､(4)多摩振興整備
基金､(5)福祉施設整備基金 (心身障害者施設整備基金)の各基金が､社会資本等整備基金として､
一つの基金に統廃合され新設された基金である｡
東京都では､バブル期において相当額の増収がもたらされたことに伴い､この時期に各種の基金
が設置された｡東京都では､(1)｢大規模な文化施設整備に係る施設整備基金｣などの基金が設問さ
れ積み立てられる一方､(2)｢財政調整基金｣ ｢減債基金｣などの年度HF.Jの調盤財源として多徹な留
保財源が積み立てられてきた｡
代表的な基金の事例をあげると､(1)シティ･ホール等建設基金は昭和59年度に､(2)地下鉄 12号
線建設整備基金は昭和 62年度に､(3)連続立体交差事業基金は昭和 63年度に､(4)ti三宅整イJfI'J:基金は
平成元年度に､(5)多摩振興整備基金は平成元年度に､(6)東京フロンティア基金は平成元年度に､
(7)地域福祉振興基金は昭和 62年度に､(8)中小企業振興基金は昭和63年度に設置されたものであ
る｡このように､東京都の基金の多くは､昭和 62年度から平成元年度にかけて設箭されている｡
これらの基金うち､前者の ｢施設整備基金｣については､施設整備の進捗状況に合わせて､近年
積立基金は取り崩されてきた.また､後者の ｢財政調整基金｣ については､近年の不況娼‖こおける
都税収入の不足を補唄する調整財源として取崩され､一般財源として充当されてきたという経緯が
ある｡したがって､これらの基金残高は平成 2年度末の1兆1,476億 66百万円をピークに年々減少
し､平成9年度末現在では3,660億 22百万円と､その大半の基金が取崩され基金現在高は激減して
いる｡
一方､大規模な文化施設整備においては､後年度に維持補修費などのメンテナンス7JTIが必要とな
ることは当然のことである｡また､年間の管理運営経費も相当箱に達すると考えられる｡これらの
運営管理経費などを全て会館の運営収入で賄うことは､不可能であるoこれは､公共公益施設の管
理運営の性格上は､やむを得ないことである｡その意味では､本来的に必要とされる ｢維持補修門
や運営管理費などの補唄的な性格を持つ諸経費｣という観点より.､｢公共公益施設維持符理基金｣の
ような基金を設置する必要があるといえる｡東京都の場合には､バブル期の相当衛の増収がもたら
された時期において各柾の施設整備に係わる積立基金は設置されたが､｢公共公益施設補修維持管理
基金｣のような性格をもつ基金の設置はまったくなされてはいない｡
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現在､東京都に限らず､道府県 ･市町村においては ｢公共公益施設補修維持管理基金｣的な性格
を有する基金を設置している自治体は､ほとんどみられないのが現状である｡
3 東京都世田谷区の ｢基金｣の事例
東京都世田谷区では､｢一般会計に属する基金｣の数は全部で､24の基金がある｡
この基金の数は､全国の市区町村レベルの地方自治体における基金の設置数としては､一番多い
グループに属するといえよう｡極めてユニークを基金もある｡世田谷区における代表的な基金のと
しては､次のようなものがあげられる｡
年度間の財源調整のための ｢財政調整基金｣のほか､公共公益施設を整備するために ｢都市整備
基金｣｢義務教育施設整備基金｣ ｢区民健康村建設基金｣｢福祉保健施設整備基金｣などがある｡特別
会計を支援するものとしては､｢老人保健医療会計基金｣がある｡
また､公営住宅の整備･改修などのための ｢住宅整備基金｣ ｢住宅修築基金｣などのほかに､区立
美術館が整備された関係から美術品購入のために ｢美術品取得基金｣が設置されている｡
中でもユニークな基金としては､｢せたがや トラスト基金｣｢国際平和交流基金｣｢公益質屋貸付事
業基金｣｢用品調達基金｣などがあるが､いずれも､基金の金額とし.ては1,000万円位の規模である｡
基金の規模としては大きな金額ではない｡
一方､まちづ くりなど､地域における活動推進主体者の観点からみると､民法法人や商法法人に
基づき設立された財団法人や株式会社組織として設立された第3セクター方式などによる地方公
社 ･第3セクターがある｡これらの法人については､世田谷区の出指･出資比率の観点からみると､
(1)世田谷区が全額を出謂 ･出資して設立された法人､(2)世田谷区の出摘 ･出資比率が2分の1を
超える法人､(3)区の出資比率が4分の1未満の法人に分けられる｡
また､NPO(特定非営利活動法人)法の施行に基づいて､法人格が附与された ｢まちづ くりの推
進組織｣や ｢保険 ･医療 ･福祉の増進を図る推進組織｣なども､今後は地域社会の活性化に大きな
役割を果たしていくと考えられる｡
さらに､一般的には､任意団体として設立された ｢町内会｣｢同好会｣など､権利能力なき社団と
して考えられている組織もまちづ くりを進める組織としては重要である｡
次の図表は､これらの関係性について､模式図化したものである (図表6)0
4 東京都足立区の ｢基金｣の事例
東京都足立区では､｢一般会計に属する基金｣の数は全部で､16の基金がある｡
この基金の数は､全国の市区町村レベルの地方自治体における基金の数としては､世田谷区と同
様に､多いトノブグループに届するといえよう｡足立区における代表的なの基金としては､次のよ
うな基金があげられる｡｢公共施設建設資金積立基金｣｢育英資金積立基金｣｢スポーツ振興基金｣｢文
化振興基金｣ ｢都市景観 ･彫刻のまち基金｣ ｢地域福祉振興基金｣などがある｡
｢まちづ くりに係わる組織｣については､世田谷区と同様に､(1)足立区が出損･出資した地方公
社･第3セクター､(2)NPO法に基づいて､法人格を取得した団体､(3)その他､任意団体として設
立された ｢町内会｣ ｢同好会｣など､のまちづ くり組織がである｡
次の図表は､これらの関係性について､模式図化したものである (図表7)0
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図表6 世田谷区のまちづ くり推進主体 ･団体の関連性
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図表7 足立区のまちづ くり推進主体 ･団体の関連性
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5 その他の市町村の ｢基金｣の事例
ここでは､その他の地方自治体の ｢代表的な基金の事例｣について紹介しよう1)0
一つは､筆者が調査した事例である｡いま一つは､筆者が財電源地域振興センターで研修講義を
した際､各自治体の担当者が ｢ふるさと創生事業｣との関連で基金を設置した事例について､出席
した研修生が個々に発表したもの中から典型的な基金の事例を紹介したものである｡
(1) 神奈川県海老名市の事例
神奈川県下の海老名市では､数年前に新庁舎が現在地に移転 ･整備された｡移転した後の庁舎跡
地は民間企業に売却された｡当時の売却益は､200億円程の財産収入となった｡この売却益の剰余金
を基に､｢まちづ くり基金｣が設置された｡｢市民のギャラリー 施設の整備｣ ｢観光シンボルのモニュ
メントの整備｣ ｢道路改良｣､また ｢水と花と緑の整備事業｣など植栽関係や自然保全緑地などの事
業に果実 (利息収入分)を充当している｡
(2) 青森県六戸町の事例
青森県六戸町では､平成元年度に､｢ふるさと創生事業に関連した基金｣として､｢奨学資金基金｣
｢ふるさと基金｣を一般会計に設置して運用した｡初年度には､｢奨学資金基金｣と｢ふるさと基金｣
に､併せて両方で合計約9,000万円程を積み立てた｡その後､2年度､3年度に積み増した｡平成5
年度は､｢町の文化ホール｣を整備した｡その際に､この基金を充当財源として利用した｡
(3) 広島県三次市の事例
広島県三次市では､｢ふるさと創生資金 1億円｣を利用して､2,000万円を租み立てて教育委月会
の所管による ｢奨学基金｣を設置した｡また､新たに設立した財団法人国際交流基金の基本財産と
して､3,000万円の財団基金を出指した｡国際交流基金の設立目的は､官公庁以外の民間事業者等を
含めた交流による人材育成である｡現在､中国､韓国､オーストラリア､カナダ ･メープルリッチ
などと問で産業を通じた交流活動を行っている｡
残りの5,000万円については､地域おこし会社として新たに設立した株広島三次ワイナ リー とい
う､第3セクター会社の資本金の一部に充当した｡市の出資額は1億円で､その他の出資者には､
農協､農業生産者団体､観光協会などがある｡
(4) 徳島県上勝町の事例
徳島県上勝町では､｢ふるさと創生資金1億円｣を利用して基金を設置した｡交付された｢1億円｣
のうち､3,000万円は｢人材育成基金｣として基金を設置した｡この基金には､民間からの寄付金も
受け入れるという形態を採ったが､実際には､民間からの寄付金は少ない｡現在の基金衛は､3,070
万円である｡この基金の毎年度の運用果実 (利子収入)は､財電源地域振興センターの研修参加rr
等の財源として充当している｡年間の利子収入は約 150万円である 研修参加費の不足分について
は､一般財源から補項している｡
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7 電源地域市町村における ｢基金｣の事例
1 ｢電源三法交付金｣制度の概要
｢電源三法交付金｣の制度の概要については､次の図表8に示すとおりである｡
2 ｢地方財政｣における ｢電源三法交付金｣と ｢基金｣ の関係性
電力の利用者が電力料金として支払う一部は､各電力会社から ｢電源開発促進税｣として､政府
に納付される｡政府では､電源開発促進税とその交付金の管理を行うために､｢電源開発促進対策特
別会計｣が設けられ､これら税収と交付金を一元的に管理運営されている｡
地方自治体の地方財政運営において､この｢電源特別会計｣との関連性やその位置づけについて､
一連の流れ図として体系的に模式図化したものが次の図表である (図表9)0
地方自治体の財政運営の中では､｢地方交付税交付金｣を除く｢国庫補助金｣等については､一般
的には､｢国庫支出金という歳入項目｣の一部として組み入れられることになっている｡
もちろん､この ｢電源立地促進対策等交付金｣については､電源施設所在地域の市町村にだけに
交付されることは､周知のとおりである｡これらの国庫支出金は､一般的に ｢国庫補助金｣と総称
さることがある｡ただし､この ｢補助金｣の性格については､国の支出として法令で決められたも
のや政策的に誘導された際に交付されるものまで､多種多様な｢国庫支出金｣がある｡したがって､
一律に ｢補助金｣と総称される言い方については正確性を欠く表現であるといえる｡
もう1つの流れは､都道府県に一旦交付されたものが､市町村の事業化に伴って､市町村へ都道
府県支出金として財源化される場合がある｡都道府県支出金の中でも国庫財源を伴う電源立地促進
対策交付金とされるものが､それである｡
3 新潟県柏崎市における ｢基金｣の事例
新潟県柏崎市には､平成9年度末現在､16の基金がある｡
(1)財政調整基金は昭和39年度に､(2)減債基金は平成2年度に､設置されている｡
(3)その他特定目的基金としては､｢社会福祉事業基金｣が平成3年度に設置されたが､これは従
来の基金が統廃合されたものである｡そのほか代表的な基金を設置された順にあげると､｢産業振興
基金｣は昭和33年度に､｢土地開発基金｣は昭和45年度に､｢教育施設建設基金｣は昭和48年度に､
柏崎市営霊園を管理するという独特な｢墓園管理基金｣は昭和 50年度に､それぞれ設置されている｡
近年では､第3セクター会社である柏崎情報開発センターの土地取得 ･建物整備などのために設
置された ｢情報関連産業育成振興基金｣は昭和61年度に､｢文化財保護基金｣は平成2年度に､｢国
際交流文化基金｣は平成3年度に､｢中山間地域活性化促進基金｣は平成7年度に､それぞれ設置さ
れている｡
また､公共公益施設の纏持管理を推進する目的で､｢公共用施設維持管理基金｣は平成3年度に設
置されている｡このように､公共公益施設の維持管理を目的とした基金設置の例は､全国的にみて
も極めてまれな事例であるといえる｡
ちなみに､柏崎市における平成9年度末現在の基金残高をみると､(1)｢積立基金｣である､①財
政調整基金は18億 6百万円､②減債基金は7億 86百万円､(診その他特定目的基金は51億 59百万
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図表8 電源三法の制度の概要
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図表9 ｢地方財政における電源立地促進対策交付金｣の相互関連図
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円で､合計すると77億 51百万円である｡
一方､(2)｢定額運用基金｣である､①土地開発基金は15億 49百万円､②その他定葡運用基金は
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40百万円で､合計すると15億 89百万円である｡
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8 ｢公益法人｣における ｢基金｣の主な事例
1 ｢公益法人｣制度の概要
『民法』第34条には､次のように明示されている｡
｢祭舵､宗教､慈善､学術､技芸其の他公益二関スル社団又-財団ニシテ営利ヲ目的ニセサルモ
ノ-主務官庁ノ許可ヲ得テ之ヲ法人卜為スコトヲ得｣とある｡
このように公益法人を設立するには､主務官庁の許可を得ることが必要となる｡
ちなみに､主務官庁とは､中央省庁と都道府県を指している｡法人の活動範囲が全国的である場
合には､中央省庁に公益法人の設立許可申請を行う｡
一方､各都道府県を中心に活動する場合には､各都道府県に公益法人の設立許可申請を行うこと
になっている｡
2 ｢まちづくり財団｣における ｢基金｣の事例
数ある青年組紙の中でも､(JC)と呼ばれる各地の｢青年会議所｣の活動は､地域社会の中 で高く
評価されている｡近年､各地域のJC活動の代表的な活動の一つに､｢まちづくり迎動の支援｣｢まち
づくり運動-の参加 ･参画｣があげられる｡
全国各地域のJC組餓がまちづ くりへ租極r伽こ参画を進めていくためには､その基づけとなるPJ!_
論的かつ実践的にまちづ くりに関する体系的な研究調査などのサポー ト体制が必要となる｡また､
まちづ くりの研究調査やPR活動などについては､恒常的に行っていくことが必-Art-であると欺く認
識されたわけである｡このような曹京のもとに､JCのシンクタンク的な役割･機能を持つ親紙機構
として､｢まちづ くり財団｣が設立された.この財団基金は､各地域のJCが中心となり山JIrほ れた｡
3 ｢まちづ くり会社｣における ｢基金｣の事例
近年､地方自治体と一般市民 (町民 ･村民)や経済団体等が共同出資して､弟3セクター方式に
よる ｢まちづ くり会社｣が設立されるケースがいくつかみられる｡
これらの ｢まちづ くり会社｣は､一般に法人形態としては､株式会社形態で設立される場合が多
いといえる｡現行法制度上では､一般の事業会社である株式会社には､公益法人 (財伊Ⅰ法人)にみ
られるような､公益事業に対する非課税制度､あるいは収益事業の収益を公益串業に対し据付をし
たり､基本財産 ･基金等として活用するような諸制度などは設けられてはいない.そのため､串業
会社が財団法人のような ｢基金｣を設立することは一般的には考えられないといえる｡
一方､公益法人の設立は主務官庁の許可が必要であるので､簡坤に設立することはできないこと
は周知のとおりである｡そのため､本来的には､財団法人の設立が望ましいケースの場合において
もやむを得ずに､株式会社による事業化がなされる場合も少なくない0
一般事業会社としての株式会社でも､公益法人の基金と同じような性格を持つ ｢梢立金｣を有す
る事例として､次のような例がある｡
北海道恵庭市の㈱恵庭リサーチパークは､北海道､日本開発銀行などの出資によって設立された
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『民活法』による第1号会社として設立された､第3セクター方式の事業会社であることはよく知
られている｡同社が設立された際の地元自治体等と民間企業等からの出資金総額､すなわち､資本
金額と 『民活法』の指定要件を満たすということで国から交付された補助金額等の両者を合計する
と､当初予定されていた施設設備費などの初期投資額を大きく上回った｡この事業費を超えた残余
の資本金額等については､当初の段階では金額を事業資金として使用せずに､｢積立金｣として他日
に有効に活用するための留保財源とされた｡
実際に､このようなケースがあることを考えれば､｢株式会社における積立金制度の活用｣は､あ
ながち荒唐無稽な話として無視するものではないといえる｡
また､ トヨタ自動車における内部留保財源である潤沢な積立金は､つとに有名である｡
9 ｢民間企業財団｣における ｢基金｣の主な事例
1 ｢民間企業｣における ｢基金｣の事例
民間企業の事例の中でも ｢社会的貢献｣ ｢メセナ｣の一環として､｢基金｣を設立する事例がいく
つか散見される｡これらの基金の中に､｢コメリ緑基金｣と呼ばれるものがある｡これは､ゴルフボ
ールの会社が始めたもので､売上金額の1%の利益を基金として積み立てて､環境に関連した基金
として活用した事例である｡
2 ｢民間企業財団｣における ｢財団基金｣の事例
わが国には､民間企業が中心となって設立された､いわゆる｢民間企業助成財団｣が相当数ある｡
しかしながら､これら民間企業助成財団の基本財産額をみるかぎりでは､多額を財団基金を有する
財団法人の数はそれほど多くはないのが現状である｡特に､財団の基本財産が 100億円規模を超え
るような大規模な財団法人は2-3の財団法人を数えるのみであり､基本財産規模が大きい財団法人
が幾つもあるというわけではない｡
このような ｢民間企業が主体である民間企業助成財団｣の中において､際立ってユニークな活動
を展開している財団法人に､ トヨタ自動車グループ (財団設立の時点では自販と日工は別法人であ
った)が中心になって設立された ｢財団法人トヨタ財団｣がある｡ トヨタ財団は､基本財産額の規
模と財団活動の内容の点からいっても､わが国の企業財団の中では､名実共に､企業財団を代表す
るものであるといっても過言ではない｡
また､日本生命が中心となって設立した｢日生財団｣､サントリー が中心となって設立した｢サン
トリー 財団｣､京セラの創業者である稲盛氏が設立した｢稲盛財団｣などについても､企業財団とし
て､その活動内容などについては社会的に高い評価を得ている｡
このように､民間企業側が研究助成､奨学金助成､市民活動助成などを主体とする企業財団を設
立するについては､さまざまな設立動機や設立理由があり､一義的一律的に規定することは実態を
見誤ると考えられる｡近年､社会経済環境の激変する中で､これら助成財団等の活動は厳しい状況
に置かれている財団も中にはある｡
｢フィランソロピー｣ ｢企業の社会貢献｣ ｢メセナ｣などの観点から､大企業に限らずに中小企業
においても､創業者が社会的貢献活動の一環として､あるいは多額な遺産を財産相続した遺族など
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が相続財産を拠出するなどによって､社会貢献活動を行う ｢企業財団などの助成財団｣が設立され
る傾向が高まっている｡
3 ｢コミュニティ財団｣における ｢基金｣の事例
大阪商工会議所が中心となり､従来の財団とは一味異なる｢まちづ くり財団｣として､｢コミュニ
ティ財団｣を設立した｡このコミュニティ財団は､企業や個人からの少額な寄附金を｢別々の基金｣
として､一元的に財団が受け入れることにより､いわば､これらの基金の運用や助成措置などにつ
いての事務処理を共同で行うというユニークな発想によるものである｡この発想のメリットは､個々
に小規模な財団法人を設立することによって生ずる一般管理運営経費などの節減が図れると同時
に､財団道営や助成業務 (公募や審査手続きなど)に精通した職月採用などが困難な場合に､共同
利用できるという観点より大いに役立つものである.また､拠出財産金研などは必ずしも多額では
ないが､多数の ｢基金｣を同時に受け入れることによって､性格の多様な基金が集成することによ
り､情報収集や助成内容が多彩となるなど､財団運営上においても相乗効果が発揮されるというメ
リットがある｡
このような ｢コミュニティ財団｣や ｢コミュニティ･トラスト｣は､まだ新しい概念ではあるが､
今後は徐々に社会に定着をすると考えられる｡
10 ｢公益信託｣制度の概要と ｢まちづ くり信託｣の主な事例
1 公益信託と公益法人
｢公益信託｣を行うには､基本的に､主務官庁の認可が必要である｡活動の抱囲が､同一の都道
府県内であるならば､主務官庁として都道府県が認可することになっている｡
一般に､｢公益信託｣は､公益法人である財団法人の組織が簡易化されたものであると､しばしば
説明されることがある｡
一方､『民法』第34条には､公益法人について､次のように明示されている｡
｢察配､宗教､慈善､学術､技芸其の他公益二間スル社団又-財団ニシテ骨利ヲ日的ニセサルモ
ノ-主務官庁ノ許可ヲ得テ之ヲ法人卜為スコトヲ得 ｣ とある｡
それに対して､『信託法』節66条には､公益信託について､次のように明示されている.
｢察配､宗教､慈聾､学術､技芸其の他公益ヲ日的 トスル信託-之ヲ公益信託 トシ基の監督二付
チ-後6条の規定ヲ適用ス｣とある｡
このように､民法では､公益法人が公益関連･非甘利を目的にすると明記されているのに対して､
信託法では､公益信託は､明確に公益目的を遂行するため､と明文化されていることが大きな相違
点である｡
2 ｢公益信託｣制度の概要
｢公益信託の仕組み ･手続き｣について､一般的な仕組みの概要については､次のように要約さ
れる2) (図表10参照)0
(1) 委託者 (出描者)と受託者の間で､公益目的の具体的な選定､その目的を達成するのための
58 新しいまちづ くり活動の支援システムの研究- ｢基金｣｢公益信託｣｢NPO｣の現状と課題一
図表10 公益信託の仕組み
(文 芸 書)
(出所) ｢公益信託-その制度のあらまし｣馳信託協会､8頁｡
方法､公益信託契約書の内容などについて､あらかじめ綿密な打ち合わせを行う｡
(2) 受託者は､公益信託の引き受けの許可につき､主務官庁に申請する｡
(3) 主務官庁は､これを審査のうえ､許可する｡
(4) 主務官庁の許可を受けた後､委託者と受益者との間で､｢公益信託契約書｣を締結する｡
(5) 主務官庁は､財団鵜人に対するのと同様の監督のほか､公益信託事務の処理につき検査をし
たり､受託者に対して必要な処分を命ずることがある｡
(6) 信託管理人は､不特定多数の受益者のいわば代表者として､受託者の職務のうち重要な事項
について承認を与える｡
(7) 運営委月会等は､公益目的の円滑な遂行のため受託者の信託事務遂行の補助者として､重要
な事項について意見を述べ､勧告を行う｡
(8) 受託者は､運営委員会等の意見にしたがい､その公益信託の目的に沿った助成先への交付を
行うなど公益目的を遂行する｡
3 ｢公益信託｣の受託概要
昭和52年に､公益信託の第1号が発足した｡それ以来､公益信託の受託件数や信託財産は､近年､
年々着実に増加している3)0
(1) 受託件数と信託財産残高
平成9年3月末現在 ｢公益信託の受託件数および信託財産現在残高｣は､513件､535億3,900万
円である｡
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(2) 信託財産規模
平成9年3月末現在 ｢信託財産規模別｣にみると､｢1,000万円以上～2,000万円未満｣の財産規模
が134件､26.2%と最も件数は多い｡次いで信託財産規模別に多い順にあげると､｢3,000万円以上
～5,000万円未満｣の財産規模が100件､19.5%､｢1億円以上～5億円未満｣の財産規模が95件､18.
5%､｢5,000万円以上～1億円未満｣の財産規模が81件､15.8%､｢2,000万円以上～3,000万円未満｣
の財産規模が71件､13.8%､の順となっている｡
信託財産規模別にみると､｢1億円未満｣の信託規模のものが全体の400件､78.0%を占めている｡
一方､｢5億円以上｣の大規模な信託規模は18件､3.5%に過ぎない｡
このように､公益信託の当初信託財産規模は､比較的小規模な信託財産規模により設定された公
益信託が多い｡
(3) 信託目的別受託状況
平成9年3月末現在 ｢信託目的別の受託状況｣をみると､｢奨学金支給｣を目的とした信託の件数
が最も多く､150件､29.2%である｡次いで信託目的別に多い順にあげると､｢自然科学研究助成｣
が86件､16.8%､｢教育振興｣が82件､16.0%､｢国際協力･国際交流促進｣が59件､ll.5%､｢社
会福祉｣が31件､6.0%となっている｡
(4) 委託者数の状況
平成9年3月未現在 ｢委託者数｣について､｢個人｣ ｢法人｣ ｢任意団体｣別にみると､｢偶人｣が
341人､57.0%と最も多い｡次いで､｢法人｣が151法人､25.3%､｢任意団体｣が106団体､17.7%
となっている｡
これらの委託者の中で､地方鋸台体が委託者となっている公益信託は､9件ある｡
(5) 助成先数と助成先の金額の状況
｢助成先および助成金紙｣は､年々増加する傾向にある｡平成9年3月末現在の累計は､助成先
が49,590件､助成金衛は､15,808百万円となっている｡
4 ｢公益信託｣の主な事例
(1) 民間企葉の事例
｢公益信託｣における信託財産規模の比較的大きな信託財産規模の事例の一つに､｢公益信託 缶
士フイルム･グリー ンファンド:略称FGF｣がある｡これは､同社の50周年記念事業として公益信
託されたものである｡信託財産残高は､約10億円である｡昭和58年当時に設定された公益信託の
中では､信託財産規模が比較的大規模である､と当時注目された｡信託目的は､｢線化事業を中心と
した自然環境の保全および創出に関する事業を総合的に推進､助成すること｣である｡具体的な助
成内容としては､自然環境保全の研究助成､自然環境保全のボランティア団体等の育成､支援に､
果実 (益金 ･利子相当部分)を充てている｡また､信託管理人 ･運営委月会の委月には学識経験者
が委嘱され､運営委員会は助成先等の内容を審査する｡実際の事務については､三井信託が受託者
として行なっている｡
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(2) ボランティア活動などが主体となる募金型の事例
一般に､公益信託は､一定額の委託 ･拠出された信託財産を運用するのが普通である｡
それに対して､船橋のJC･青年会議所が提唱して公益信託された ｢コミュニイファンド-さざん
かきっちゃん教育基金｣(委託者 :さざんか募金運動推進協議会)は､｢信託財産の募金型 ･追加型
の公益信託｣の代表的な事例である｡信託目的は､交通遺児など母子家庭などの奨学育英金の給付
である｡
これらの公益信託を取り扱っている信託銀行は､事務処理経費的な費用のみで業務を代行してい
る｡その意味では､本来的には､｢信託ビジネス｣を行っているというよりは､むしろ｢公共サービ
スの業務代行｣を行っている意味では､｢公益ビジネス｣で あるといえよう｡信託銀行における.｢社
会的貢献｣活動の一環でもあるとも位置づけられる｡
5 ｢まちづ くり信託｣の主な事例
｢まちづ くり公益信託｣とは､公益信託の ｢信託目的｣のひとつである｡
｢まちづ くり公益信託｣の事例は､平成9年3月末現在､26件程ある｡平成9年3月末現在の公
益信託の受託件数513件の全体の受託件数からみれば､約5%である｡
一般に､土地区画整理事業などが完了した際には､公共施行であれ､組合施行であれ､事業収支
上､いわば｢精算金｣として幾らかの残金が残る｡一般的には､｢保留地を処分してプラスアルファ
として収益金が残る｣ことになる｡つまり､｢事業収支が黒字｣となるわけである｡このような場合､
土地区画整理事業が公共施行の場合であれ､組合施行の場合であれ､その残金は個々の地権者等に
帰属するものとして､関係者間で自由に分配するというわけにはいかない｡いわば､｢公に使途を決
める｣ということになる｡このように､｢土地区画整理事業の精算金などの性格をもつ資金を､基金
として公益信託とする｣わけである｡これまでのまちづ くり公益信託の事例をみると､土地区画整
理事業等の清算金などが主体であったといえよう｡
その意味では､｢あだちまちづ くりトラスト｣は､これまでの ｢まちづ くり公益信託｣の経緯とは
若干異なる､特異なケースであるといえる｡
一般に､首都圏にある多くの地方自治体では､マンション等の集合集宅などの開発行為を行う際
には､｢住宅宅地開発要項や条例｣などに基づいて､｢開発面積に応じて､敷地内に公開緑地を整備
する｣ことが義務づけられ課されている場合が多い｡しかしながら､実際に公開緑地を付設して整
備する際には､建ぺい率などの関係より十分な緑地 ･公園などが整備できないものも少なくない｡
このように､公開緑地を提供できないような場合には､その代替措置として｢開発負担金的な課金｣
を課す自治体が比較的多い｡
足立区の ｢あだちまちづ くりトラスト｣は､この ｢開発負担金的な課金をファンド (基金)とし
て､公益信託制度を活用したまちづ くりを促進する｣という事例である｡これまでの公益信託には
みられないユニークな内容の事例である｡信託目的は､｢住民の創意工夫による自主的なまちづ くり
活動を行う個人または団体に対して助成することにより､足立区の快適で文化的なふれあいのある
まちの創造に寄与すること｣である｡
なお､この公益信託の委託者は､｢足立区｣ではなくて､財足立区まちづ くり公社であることが､
大きな特徴である｡平成9年3月末現在の信託財産残高は､約 9億 8千万円である｡信託財産規模
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としては､比較的大きい規模である｡
まちづ くり公益信託のうち､代表的な事例の概要は､次の図表11に示すとおりである｡
1
ll ｢NPO｣の概要
1 NPO法の成立の背景
(1) 民間非営利組織 ･団体の役割
阪神 ･淡路大震災､住専問題､相次ぐ官僚や大企業の不祥事など､近年､日本の社会システムの
機能不全が目立つ出来事が続いてきた｡高度成長期には､効率的ともてはやされてきた政界､官界､
財界の ｢鉄のトライアングル｣と呼ばれる日本型社会構造が､今や社会の閉塞感を生み出す原因と
なっていると認識され始めたわけである｡
NPOをめぐる議論の高まりは､本来､このような旧来の社会システムの中では重視されてこなか
った民間非営利の市民セクターを､政治経済の主要な担い手として位置づけ､権力機構としての政
府部門 (第1セクター)､企業による民間営利部門 (第2セクター)と対抗しうる第3セクター (欧
米諸国における概念で､一般にわが国で用いられている自治体と民間企業の共同出資によって設立
された事業法人である行政出資の外郭団体とは全 く異なる)として､育成していこうとする社会ビ
ジョンがその背景にある4)0
(2) 欧米諸国における民間非営利組織 (第3セクター)の役割
欧米社会では､市民による非営利活動は､環境や人権など多様な分野で各国政府や国際的な政策
形成および世論形成に重大な影響を与える力を有しているだけでなく､福祉など重要な社会サービ
スや雇用の担い手であり､さらには行政や営利企業が手をつけない新しい分野の産業を生み出す苗
床としても機能していることは､わが国の社会経済構造とは大きく異なるものとして注目されてい
る｡
2 ｢特定非営利活動促進法｣と ｢民法｣の関係
(1) 民法上の法人化の扱い ｢J
NPOの法人化問題については､｢民法｣第34条をはじめとする､民法の各規定との関わりをどう
考えるかが大きな問題となる｡
｢民法｣第33条は､法人設立の法定主義を定めている｡また､｢民法｣34条は､公益法人の許可
主義を定めている｡それとは対照的に､｢民法｣第35条は､営利法人の準則主義を規定している｡
公益法人でも営利法人でもない中間法人 (労働組合､消費生活協同組合､農協など)については､
｢民法｣第33条を介して特別法でのみ設立が可能となっている｡
(2) ｢民法｣第34条の特別法としての ｢特定非営利活動促進法｣
新法によって新しく認められる法人をその性質上 ｢市民活動｣(最終的には ｢特定非営利活動｣と
いう限定的な表現に改められた)という一種の ｢公益活動｣を目的とする ｢公益法人｣の一形態だ
とすると､｢民法｣第34条が一般法となり､本来主務官庁の許可の対象ということになる｡その例
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外を認めて､認証手続で簡易に設立ができるようにする新法は､一般法である｢民法｣第34条の特
別法として位置づけられることになる｡
他方､新法の対象を民間非営利団体一般として､｢民法｣第34条の公益活動に限定しないことと
すれば､｢公益性｣があるかないかで市民団体が法人化できるかどうかを区別しなくてよいわけであ
ることから､より多様な市民活動を対象とする法律となるわけである (共産党の非営利法人法はこ
のような考え方によっていた)0
しかしながら､これに対しては､非営利活動には公益活動もその一部として含むことから､民法
に対して､むしろ非営利法人という､より広い概念を定める新法こそが一般法という位置をしめる
ことになり､特別法が一般法である民法を越えてしまうという矛盾をきたすという法理論上の批判
があ一った｡現実にも｢民法｣第34条を土台として成立している宗教法人法､私立学校法の特別法全
般の見直しや調整が必要になり､立法に多大な時間がかかるとして､この方法は現実的でないとい
う意見が主流であった｡
そこで結局､新法では､｢民法｣第34条の特別法として公益性を要件として､市民団体に法人化
を認めるという手法が取られたわけである｡
3 NPOの設立要件
NPO法人の通用要件としては､基本的に､次のような事項が満たされていることが必要条件とな
っている｡
(1) 目的要件 (特定非営利活動)
(1) 特定非営利活動
特定非営利活動法人となるためには､第1に､特定非営利活動を行うことを主たる目的とする団
体でなければならないことは､改めていうまでもない｡
ここでは､まず特定非営利活動とは何かということが問題になるが､法は､別表に掲げる次の12
の活動のいずれかに該当することが必要としている｡これら活動については､複数にまたがること
は差し支えないが､｢その他｣という項目がないことから､このいずれにも該当しない場合には､法
人格が与えられないという意味で､この12項目は例示規定ではなく､制限列挙規定となっているこ
とが大きな特徴点である｡ただし､各項目そのものがかなり解釈の幅が広い用語であり(例えば｢社
会教育｣や ｢まちづ くり｣など)､定義規定がないことから､具体的な事案ごとに判断を租み韮ねて
いく必要がある｡
(2) 不特定多数の利益増進
さらに､活動は ｢不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする｣ことが必要
である｡法3条1項にも重ねて特定の個人､法人その他の団体の利益を目的として事業を行ってほ
ならないとある｡今後は､不特定多数のためか､特定少数のためかの判断が微妙になるケースも出
てくると予想される｡
(2) 非営利の要件
特定非営利活動法人は､営利を目的としないものであることが必要である｡これは授与利益を構
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成月 (役員､社員)に分配しないということである｡
(3) 社員資格の要件
また､社員資格の得喪に不当な条件を付さないことが要求されている｡法1条にあるとおり､法
の目的は ｢市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動｣の促進にある｡ したがって､
法人への加入 ･脱退は市民の自主的な自由意思によって可能であることが必要である｡
(4) 役員の要件
役員のうち報酬を受ける者の数が､役員総数の3分の1以下であることが必要である｡
(5) 宗教 ･政治との関係
また､｢宗教の教義を広め､儀式を行い､および信者を教化育成することを主たる目的とするもの
でないこと｣､｢政治上の主義を推進し､指示し､又はこれに反対することを主たる目的をするもの
でないこと｣､｢特定の公職の候補者もしくは公職にある物又は政党を推薦し､指示し､又はこれら
に反対することを目的とするものでないこと｣が必要である｡
(6) 暴力団排除について
｢暴力団又は暴力団若しくはその構成員の統制の下にある団体でないこと｣も要件とされている｡
暴力団組織が､この法人制度を悪用して､市民活動を装った形でその組織を維持 ･拡大することを
防ぐために､参議院における修正で設けられた要件である｡
(7) 社員の要件
社員が10人以上いることが要求されている｡
4 ｢特定非営利活動｣の具体的例
｢特定非営利活動｣については､次のような具体事例が念頭に置かれている5)｡
(1) 保健､医療または福祉の増進を図る活動 (第1号)
典型的な団体としては､営利を追及しない介護団体や障害者の自立をめざす団体､医療関係者を
中心とした医療についての援助団体などがあげられる｡衆議院内閣委員会では､｢臓器提供者情報セ
ンター｣といった例もあげられた｡
(2) 社会教育の推進を図る活動 (第2号)
社会教育法は ｢この法律で 『社会教育』とは､学校教育法に基づき､学校の教育課程として行わ
れる教育活動を除き､主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動 (体育及びレク
リェ-ションの活動を含む｡)をいう｡｣ここでいう ｢社会教育｣を含むことは明らかであるが､そ
れには限定されずより広い概念だと考えられている｡
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(3) まちづ くりの推進を図る活動 (第3号)
まちづ くりという言葉は極めて多義的で､明確な定義は本書執筆段階では制令や条例上も提示さ
れていない｡一般的には､器としての都市 (建物や道路や公園などの空間)の整備や住民の権利調
整などの都市 (再)開発の側面と､地域の産業の活性化といった ｢まちおこし｣すなわち地域振興
の側面､さらには地域に生活する住民の交流などコミュニティ活動の側面があると考えられる｡
(4) 文化､芸術またはスポーツの振興を図る活動 (第4号)
他方､｢不特定多数の者の利益の増進｣が必要であるから､単にメンバーが音楽演奏を楽しんだり､
絵画鑑賞をしたり､スポーツをするだけでは､｢同好会｣や ｢趣味の会｣にすぎず､公益活動とはい
えない｡自らそういった活動を利益のために行うことと同時に､その活動が同時に国民一般のため
になっている､社会のためになっていることが必要となるわけである0
(5) 環境の保全を図る活動 (第5号)
また､｢環境｣は必ずしも自然環境だけに限られず､私たちが生活していく上での都市環境や文化
環境なども広く含まれると解釈すべきである｡たとえば､｢公営ギャンブル施設に反対する会｣も地
域環境の保全を掲げる以上､本条項の範囲に含まれると理解できる｡
(6) 災害救援活動 (第6条)
ここでいう救援活動とは､災害時の人命救助や生活確保だけに限らず､災害･後､災告前も含めた
支援､調査研究､ネットワークの形成等も含む広い活動が含まれる｡その趣旨を明確にするため､
｢災害時の救援の活動｣という表現から ｢災害救援活動｣に参議院で修正された｡
(7) 地域安全活動 (第7号)
衆議院内閣委員会でほとんどその定義や内容について討議されていないため､必ずしもHjj確では
ないが､たとえば､町内会が法人化する時の条項として回答されている｡また､参議院では､｢地域
における住民相互の連絡その他の活動｣として､地域のネットワーク活動が例示されている｡した
がって､地域の消防団や防火組織､防犯組織､交通安全の組織などがこれに該当する者と理解でき
る｡
(8) 人権の擁護または平和の推進を図る活動 (第8号)
障害者､女性､子供､老人､被害者など人権問題は多種多様である｡平和の推進も､核廃絶をめ
ざす考えもあれば､核の均衡に基づ く平和論もある｡平和を維持すること､紛争の平和的解決をす
ること､あるいは平和に対する脅威を排除してい(ことまで含まれる｡
(9) 国際協力の活動 (第9号)
援助というと先進国､後進国というようなことになるが､先進国同士の交流も入る､すべてが入
るとして､｢国際交流､国際貢献を含むあらゆる国際的な形態の活動｣であることが確認されている｡
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(10) 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 (第10号)
家庭責任の分担や雇用の場における男女の機会均等などを目的とする団体が該当する｡その意味
では､女性差別を問題とする団体のみならず､子育てや家事や地域活動などを男性の立場から主体
的に担っていこうとする団体なども対象となる｡
(ll) 子供の健全育成を図る活動 (第11号)
｢健全育成｣という言葉はきわめて論争的な表現であり､人によって解釈に幅が出てくる可能性
が高いと考えられる｡
地域の子供会なども対象となりうるであろう｡
(12) 前各号に掲げる活動を行う団体の運営または活動に関する連絡､助言または援助の活動
(NPO支援活動)(第12号)
NPOを支援するためのNPOが､これに該当する｡具体的には､特定非営利活動促進法の制定に
あたり活躍した ｢シーズ-市民活動を支える制度をつくる会｣､日本 NPOセンター､大阪NPOセ
ンターなどの支援センター､さ6'にNPOを財政的に支援する資金援助団体 (通常は 『民法』34条
の財団となっている)などが考えられよう｡また､同種の活動を行うNPO同士の協会や連合体など
の組織もそれが共益的なものではなく､公益的なもので法の他の要件に合致する限り､これにあた
るもb と解されている.
5 NPO活動諸団体に対する支援方法の在り方
これらのNPOを支援するための支援システムの構築を図ることが大きな課題となっている｡
一般的には､前述した日本NPOセンター､大阪NPOセンターなどの支援センターに対する寄付
金等の控除問題として捉えられることもできる｡
また､NPOを財政的に支援する資金援助団体 (通常は『民法』34条の財団法人などが想定されて
いる｡
もうひとつの対応方法として､地方自治体Fこおける｢基金｣制度を活用する方法があげられよう.
つまり､前述のNPO支援センターや資金援助団体 (財団法人)などに対する個人や法人の寄付控除
は､現行法上では極めて厳しい制約があることは周知のとおりである｡そのため､｢指定寄付控除制
度を利活用することにより､NPOの支援センターや資金援助機能を持たせることができる｣という
ことを､合法的に行うということが必要となるわけである｡
すなわち､国や地方自治体に対して行われる｢指定寄付｣控除制度においては､(1)法人における
寄付については全額損金参入することにより､寄付金控除が認められていること､(2)個人において
も寄付金控除は一定額の範囲で所得控除できることが認められ■いる､ことを最大限に活用すること
にほかならない｡もちろん､地方自治体の∵般会計において､｢NPOの支援基金等の設置｣が必要
条件であることは当然のことである｡また､この基金の管理については､他の基金の管理と同様､
首長の責任と議会の承認が必要であることは､言うまでもない｡
このように､自治体に対する ｢寄付金｣の所得控除制度を活用し､自治体財政における ｢基金｣
設置 (例.NPO支援基金､まちづ くり支援基金など)をすることにより､｢基金の使途や利用方法
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は､ガラス張りになり､少なくとも､基金設置の合目的にかなった使途が要請されることから､情
報公開の観点からも極めて有効となる｣わけである.この方法によれば､一般の地域住民の寄付と
その寄付金の使途に対する関心が高まることと同時に､新たな視点より､NPOの支援の方法が構築
されることが可能となるということにとどまらず､新しいまちづ くりの支援の在 り方の方途の観点
より､市民意識の向上とまちづ くり･郷土づ くりに対する強い関心と責任感を醸成することにもつ
ながることになる｡
ll ｢まちづ くりトラスト｣の仕組みとその概要
1 ｢地域づ くりトラスト｣の概要
イギリスでは､さまざまな地域づ くり団体により､各地で活発に地域づ くり活動が行われている｡
中でも､(1)地域アメニティ団体をネットワークしている ｢シビック･トラスト｣(CivicTrust)､
(2)行政機関との関連がより深い団体として｢グランドワーク｣(Groundwork)がある｡さらに､(3)
｢地域再生｣(Regeneration)を旗印に､-- ドな側面を併せ持つ団体である
｢地域開発 トラスト｣(DevelopmentTrust)などが､活発にエネルギッシュに活動している団体と
してよく知られている｡
これら ｢地域づ くりトラスト｣方式における利点については､次のように要約される6)0
(1) トラストの事業計画は､一般には3-5年という中期的な継続性を持ち､行政のような予算
単年度主義や民間企業に求められる短期的な業緋評価から自由であること
(2) 民間企業を特定事業のスポンサーとして採用できるなど､いわばPR的な寄付が期待できる
ことことから､民間資金の導入など､民間企業の協力を得やすいこと
(3) 地域づ くり活動の一部を企業化することにより経済効率を発揮し､生まれた収益を事業展開
に充当することができること
(4) 公共部門における事業については､地域住民や民間企業は既に租税負担をしているので､一
定水準を超えた資金の提供や役務を提供することを要請することは困難であるが､ トラスト
の場合は､特定の事業についての負担とその成果を直接的に確認できやすいことから､協力
を要請することがしやすいこと
(5) 民間企業において､近年､重視される傾向にある地域貢献を継続的に果たす場として､トラ
ストを活用することがしやすいこと
(6) 行政部門においては､地域社会における必要な公共公益性のある事業について､行政が直接
供給するだけではなく､ トラストへの支援者となることにより､地域社会の多様な構成メン
バーの資源や能力を結集した総合的な地域経営を進めることが可能となること
このような多両的なメリットについて要約すると､地域づ くりトラストとは､①地域住民白身に
よる地域課代の認識を促すこと､(参地元の技術や資源を活用することができること､③新しい手法
を考案したり開発できること､④産業界から地元地域-の資金を導入することができる､⑤地域住
民を支援することができること､⑥行政や民間企業だけでは対処することが困難な問題や課題に対
しても柔軟にかつ継続的に対応することが可能であることにある､といえよう｡
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2 ｢ふるさとトラス ト｣ の仕組みとその概要
山下茂氏 (自治省)は､イギリスにおける ｢地域づ くりトラスト｣の仕組みとその理念をベース
に､わが国の地方行財政制度や公益法人制度などの諸制度および風土を勘案し､地域づ くり･地域
再生を図るための新たな仕組み ･概念として､｢ふるさとトラスト｣という考え方を提唱されてい
る7)0
この ｢ふるさとトラスト｣ の仕組みについては､基本的に､(1)地方自治体の直営方式､(2)公益
法人方式 (財団法人方式)､(3)地方自治体の直営 ･公益法人の併用方式の3つの方式が提案されて
いる｡次の図表は､このうち､地方自治体と公益法人の観点より､地方自治体の直営 ･公益法人の
併用方式による ｢ふるさとトラスト｣の考え方を紹介したものである (図表12)0
この ｢地方自治体の直営 ･公益法人の併用方式による 『ふるさとトラスト』｣ の特徴点について､
(1)地方自治体の直営方式と(2)公益法人方式 (財団法人方式)の両者の長所を併せ持つものとして､
そのメリットについては次のような諸点をあげている｡
まず､(1)地方自治体の直営の部門における特徴点としては､次の諸点があげられる｡
① ふるさと風土を公共施設として活用しつつ保全するための買取組織 ･機構としては､地域総
合整備事業債の地域づ くり事業分や特別分など､地方交付税措置される有利な財源とリンクし
た財源を充当することが可能である (地方単独事業に限定される)ことから､相当な規模の活
用型景観保全 ･修景保存などが行えること
② 民間企業や地域住民および他地域に居住する地元出身者などから､資金や金銭労役などの交
図表12 直営 ･財団併用のふるさとトラス ト
(出所) 山下茂 『地域づくりトラストのすすめ』良書普及会､平成5年 4月｡
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付を地方自治体が交付を受領することにより､平成5年度に創設された｢ふるさと寄附金控除｣
も含めて税制上の特例措置を最大限享受することができること
(卦 資産の売却､貸付､寄附等を行う側においては､受け手が地方自治体であれば､地域社会貢
献の一助として安心して預託できることに加えて､自治体が主旨を明確にしてトラストの仕組
みが受け皿として整備されていることにより､同様に､安心して預託することができること
④ 地域において､どのような風物を保全し活用すべきかということが､広く住民代表である議
会の審議という民主主義的フィルターを通じても判断されるので､社会的には極めて容易に受
容され易いこと
などの効果 ･公用が発揮され得ることがあげられる｡
一方､(2)公益法人方式(財団法人方式)の部門における特徴点としては､次の諸点があげられる｡
(∋ 財団法人自身が有する財産(基本財産および運用財産)､あるいは地方自治体の基金の運用益
である利子等の比較的安定した一定の収入が得られることから､この財源等をベースに継続的､
安定的な事業計画を立てることが可能となること
(診 事業活動に対する議会などのチェックが事後的なものとなる (単独の酎台体が基本財産の2
分の1を出資して設立された法人については､地方自治体の長の監督に服するとともに議会に
事業報告をしなければならない.地方自治法第221条節3項および弟243条の3弟2項､地方
自治法施行令第152条第1項を参照)ことから､事業の成果などについて報告し､:哩解 ･協力
を得られるため必要なチェックを適宜受けることにより､事業活動の自主性と実効性を高めこ
とが可能となること
③ 民間企業をスポンサーにすることにより､資金の提供や労役 ･役務の提供などを受けやすく
することができる｡また､住民団体など､ボランティア団体､NPOなどの非常利活動法人･団
体などと､連携 ･協力体制を組むなど､弾力的で多様な連携 ･協力関係を構築しやすいこと
④ 公序良俗に反することがない範囲で一定の基準を満たす条件のもとに会l満りを探川するなど
により､直営方式に比べて､構成員や会月などの意向を反映させることが容易であること
⑤ 財団法人のスタッフとしては財団の専従職員に加えて､地方自治体職員､民間企業からの出
向 ･派遣者､パー ト･アルバイト雇用員､ランティア活動要員など､事業内容や活動形態によ
り､多種多様で多彩な人財群の能力を必要に応じ弾力的に活用をすることが可能であること
3 ｢まちづ くりトラスト｣の仕組みとその概要
この ｢ふるさとトラスト｣の考え方や発想などを踏まえ､前述した､すでに東京都足立区におい
て実施されているような､財尽立区まちづ くり公社の ｢あだちまちづ くりトラスト｣の仕組みと活
動をさらに一歩進めて普遍化させることにより､新たな視点より ｢まちづ くり公益信託｣機能の再
生化と形成を図ることは可能である｡
筆者は､このような機能 ･役割を持つ仕組みを ｢ふるさとトラスト｣と対比させるという意味よ
り､あえて ｢まちづ くりトラスト｣と呼ぶことにする｡
この ｢まちづ くりトラスト｣とは､前述したように､(1)｢ふるさとトラスト｣の考え方をベース
にして､今後のまちづ くりにおいて､(2)｢行政｣と ｢民間企業｣と ｢地域住民｣の三者の協力･連
携体制による ｢ジョイントセクター｣方式を進展させるという意味から､(3)新たなまちづ くりの
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視点より､公益信託機能をも併せ持つ機能 ･役割を再構築するものとして位置づけられるものであ
る｡
したがって､｢まちづ くりトラスト｣の概念や具体的な利活用･促進方法などについては､その原/
型モデルとなるものを早急に構築することが急務の課題である｡
12 ｢寄附金控除｣制度の概要
1 諸外国の ｢寄附金控除｣制度の概要
わが国と諸外国の｢寄附に関する税制の概要｣について､｢寄附金の控除枠｣｢寄附金の種類｣｢控
除限度額｣(法人税)の観点より比較したものが､次の図表である (図表 13)0
2 わが国の ｢寄附金控除｣制度の概要
わが国の ｢寄附金控除｣制度について､その概要を簡単に紹介する0/
(1) 寄附金の概念
｢寄附金｣とは､いかなる名義をもって行うかを問わず､金銭､資産または経済的利益の贈与ま
たは無償の供与をいう｡
(2) 寄附金の種類と性格
(1) 国 ･地方自治体への寄附金
国や地方自治体-の寄附金をいう｡
(2) 指定寄附金
｢指定寄附｣とは､国や地方自治体に対する寄附金と同様に､公益の増進に寄与する公募寄附金
で､大蔵大臣が指定し､告示するものをいう｡
事例には､赤十字募金や赤い羽根募金などがある｡
(3) 特定公益増進法人に対する寄附金
｢特定公益増進法人｣とは､教育､科学の振興､文化の向上等の公益の増進に寄与する公益法人
で､大蔵大臣により特定公益増進法人に指定された法人をいう｡
事例には､社発明協会などがある｡
(4) 一般寄附金
上記の(1)(2)(3)以外の一般の寄附をいう｡事例には､町内会､腎者､政治団体などがある｡
(3) 損金算入限度額
次の図表14は､法人および個人による損金算入限度額を図示したものである｡
(1) 法人における寄附金の算入限度額
｢指定寄附金｣は､全額損金算入ができる｡
｢特定公益増進法人に対する寄付｣は､｢一般寄附金｣と｢一般寄附金と同額分を別枠で｣合計し
た額が損金算入ができる｡
図表13 諸外国の寄附に関する税制の概要
区 分 帯〝l食 の は畑 控除岨JElR(iE人収)
8 本 -AAの寄附 寄附金のは畑の特定rJL 次の'iAを岨JRとしてJA金に
食控除枠 算入(資本等の金紙xO.25%十jrr持合胡x2.5%)xl/2
特定の寄附 BJ又は地71-公兆BI帆 こT.tす 全滅をLA金に算入
仝控除枠 る帯H一食は滝寄HT食
特定公益J*過法人に対する 一般帯附合のJA食算入枠を
帯N.t金 碓川できるIiか.次の韻を似LZとしてu食に井人(資本等の食碩xO.25%十所柑金紙x2.5%)xl′2
7ノlJカ -収の寄附金控除枠
特定の帯附 特に公益性の強いBl掛 二村 地 所相の10%を限旺 とし
食性振樺 する帯附合 (漣州.11枚肘に対する公共の目的の寄附%%%tJ)その他の 益団体にTLTする寄附金 では金井人
イギリス -A2の寄附食控除枠
特定の寄附 恋着団体 (.-if.昔日的の(=y) 全誠をJA金井人支払配当の3%を随LXとして岨金井人 (非同族法人)又は平川500万ポンドを吸LEとしてLR金井人 (全法人)
金控徐枠 にのみ設立さtt/=朗体)に対する帯附合であって.(D3年超の朋肌 こhl=つて毎 寄 を行 うことを的し/=掠印旺蓄契約に基づくLのむ1回限 りの しの
(出所) 通産省編 『地域貢献企業の時化 平成2年 4月､通商産業調査会.
綿兎の帯附 ;tf.普.叔会.宗教.芋粥目 以下のいすltか大きい金紙
食控除枠 的及LF綿に共助にはすると を限LRとして所は控除
比9)らrLる公益目的の寄附 ①年Bl捻光上満 とit食の合
金 ihAの0.2.%⑦所持 5% (字的..ti首日的及LF特に共助に仕丁ると止められる文化目的の寄附金についてtllO%)
フランス -収の帯附金控除枠
特定の寄附 絹に公益的である所作に対 平川捻光上の0.3%を岨Fi:
金控除枠 -Tも.#附合 (第枚用件..tt.音FJ体.その他オリンビ ツタ姐托垂見合IJ:どや前にiEI)らlLI=BIは) としてfA金片人
その他一定の公益日lH:に対 年榊捻売上の0.2%を岨度
する7f附合は可fJt党汲例琴に対する寄附金 としてLA金井人
カ ナ Y -A2の帯附合控除枠
特定の寄附 違和.州政府への寄附金 全紙をLA金井人
食控除枠 カナT文化.検査垂見合に上り比定さLtI=文化財の帯附合
丑fi慾音B1帖への寄附金 所相の20%を限度 としてLR金井人
イタリア ｢旭の寄附金控除枠
特定の帯附 乱 公的扱恥 二村する寄附 全韻を所持控除
食控除枠 金特定文化 .芸的治山の/=y)の寄附金
その他特定の公益Bl肘 二村 所相の 2%全敗JRとする所
する寄附金 7.Il控除
????? ? ?????? ? ? ? ?
?
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?
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図表14 寄附金税制の要点
法人による寄附_ 個人による寄附
一 般 寄 附 金 損金算入限度額の範囲内で損金算入できる(法人税法第37条第2項) 所得控除できない
特′｣-I疋 国､地方公共団体への寄附金 全額損金算入できる(同上第37条第3項第1号) 総所得d)25%.を限度に､特定寄附金の合計額マイナス1万円の
指定寄附金 全額損金算入できる
寄附 (同上第37条第3項第2号) 所得控除ができる(所得税法第78条第1項及び
特定公益増進法人-の寄附金 一般寄附金の損金算入限度額と
なお､上記 ｢一般寄附金の損金算入限度額｣は､次の算式による｡(法人税法第37条第2項)
損金算入限度額 -〔(期末資本金+資本積立金)×0.25%+(当期所得+支出した寄附金)×2.5%〕
×2分の 1
(出所) 大阪コミュニティ財団編 『コミュニティ財団のすべて』清文社､平成8年 11月｡
｢一般寄附金｣については､｢〔(資本等(期末資本金+資本積立金)×0.25%+所得(当期所得+支出
した寄附金)×2.5%〕×1/2｣ まで､損金算入ができる｡
(2) 個人における寄附金の算入限度額
所得の25/100の範囲で､｢指定寄附金｣および ｢特定公益増進法人に対する寄附金｣に限り､損
金算入ができる｡所得税の計算上､特定寄附金の合計額マイナス1万円の所得控除ができる｡
(3) 市町村民税の算入限度額
市町村民税においても､所得税 と同様に､寄附金控除制度がある｡〔寄附金-10万円〕の所得控除
ができる｡
ただし､いずれの場合 も個人においては､一般寄附金は､所得控除として､寄附控除の対象とは
ならない｡
なお､現行法制度上では､社会事業団体､学校､神社等に対する通常の意味での寄附金以外の法
人の行った贈与のうち､事業遂行上必要なことが明らかでないものは､寄付金として取 り扱われて
いる｡
13 ｢基金｣ ｢公益信託｣ ｢NPO｣制度の視点よりみるまちづ くりの方向と
課題
1 地方自治体の ｢基金｣制度の利活用
このような ｢基金｣の根拠法や事例にみられるように､｢基金｣設置については､地方自治体行政
の裁量権の範囲の問題であるので､基本的には､｢基金設置の昌的とその名称｣などは地方自治体が
自由に決められる｡ただし､その運用に差し障 りがでるような余 り細かな規定を設け､運用果実(刺
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子収入)の使途が限定されるようなことにならないように工夫をする必要がある｡特別の事態が生
じない限り､原則的に､基金取崩しや果実の使途は､基金設置の目的以外に財源を充当することが
できないことは当然のことである｡例えば､東京都の基金の分類のような名称を採用したり (東京
都の統計上の仕分け方)､あるいは ｢公共施設改修 ･維持基金｣ ｢福祉施設整備 ･改修 ･維持基金｣
｢福祉関連サービス充実基金｣ ｢人材育成基金｣｢産業振興基金｣などのように､比較的広範囲な目
的を包含するような基金を設置した方が総合的に､機動的に対応することが可能であるといえる｡
基金の運用等に対して､議会や住民等から問題視されることのないように､歳出項目である ｢款｣
｢項｣ ｢目｣に適応した ｢基金の設置日的 ･名称や果実の使途｣に留意することが重要である｡
また､実際に､市町村では実施している団体は少ないようであるが､『地方自治法』にも明示され
ているように､｢歳入･歳出決算の決算余剰｣である ｢歳計剰余金処分積立金｣による ｢基金の設置｣
については､積極的に設置を検討する必要がある｡
このように､｢基金｣とは､地方自治体の財政運営においては､極めて有用な制度である｡地方財
政の運営において､｢基金の拠出者と基金の管理運用｣については､公益信託制度等との連携を図る
というような観点よ｢り基金の拠出や管理方法が考えられる｡
その際には､一般会計の基金についても住民より寄付を募るというような一般寄附金､あるいは
指定寄附金というような形で､住民､企業､団体等からの寄附制度なども有効に活用することが重
要なポイントである｡
2 地方公社 ･第3セクターなどによる ｢基金｣ 制度の利活用
地方自治体が出指し設立した公益法人である財団法人の ｢基金｣については､一般r伽二は､｢基本
財産｣を意味している｡財団法人によっては､この基本財産とは別に区分された､｢特定目的を遂行
するための基金｣を別途設定している場合も中にはある｡
地方公社･第3セクターは､一般的には､｢行政機能補完｣｢行政支援｣｢行政代行組織｣という性
格が濃厚である｡これは､地方自治体が中心になって設立されていることを考えれば､当然の帰結
である｡ただし､これらの地方公社 ･第3セクターを公益法人として設立するには､主務官庁の許
可が必要となる｡したがって､(1)事業化の当初の企画立案段階では､一般会計の中より財団設立に
必要な基本財産等を積立基金として設置積立をし､(2)必要な所要資金･財源が確保された段階で財
団法人の設立を図り､基本財産として財団法人へ出損するというケースが比較的多い｡各都道肝県
に設置されている ｢緑の基金｣などは､その好例である｡
また､地方公社･第3セクターの設立に際しては､｢住民｣ ｢企業｣｢経済団体等｣からも山描金･
出資金を募り設立する場合がある｡また､中には寄付金を憂る場合もある｡
このように､所期の目的を達成する仕組みづ くりとして､｢地方自治体｣と｢住民｣｢企業｣｢経済
団体等｣の協力 ･支援による ｢組織づ くりと基金づ くり｣を考えることは､極めて或要なポイント
であるといえる｡
3 ｢基金｣｢まちづ くり公益信託｣｢NPO｣制度の新たな展開方途の研究の必要性
｢公益信託｣は､近年､次第に浸透して信託銀行への委託件数､信託財産規模も拡大する傾向に
あるとは言え､財団法人などの公益法人制度に比較すると､一般的な社会的な認識度やその効用や
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図表15 ｢基金｣の相互関連図
｢般財濠等の支出
2.3.4.5.等の当該事業
財団法人等に助成
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利用状況をみると､まだ相対的に低いといわざるを得ない｡
平成 9年 3月末現在､地方自治体が委託者 となって公益信託を設定した事例は､9件ある｡現状で
は極めて少ないが､｢くま/もと21ファン ド｣｢横浜野毛地区まちづ くりトラス ト｣ ｢ヨコハポー トサ
イドまちづ くりトラス ト｣などが､その代表的な事例 としてあげられる｡
今後の方向としては､地方自治体が中心 となり､一般会計からの拠出金だけによる基金づ くりだ
けではなく､広 く一般市民からの浄財を募るという観点から､｢募金型のNPO支援基金｣や ｢まち
図表 16 まちづ くりの推進主体 ･組織
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図表17 地方自治体の複合経営システム (組織間の相互間連連携性 :コングロマリット)
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図表18 地方声治体の複合財政システム (自治体財政の相互関連性)し
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図表19 企業および個人における ｢寄付金｣制度 を利活用 した地域調性化 ･地域振興の新たな方法論の体系図
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I)'くり推進基金｣などが考えられてよい｡現段階では､このような発想をもつ地方自治体はほとん
l二■ないと考えられるが､地域活性化 ･地域振興に､地域住民が積極的に支援 ･協力をするという観
点から考えれば､｢税によるまちづ くり｣の観点より､｢基金によるまちづ くり｣の視点への発想の
損換が求められているといえよう｡
次の図表15-図表18については､現行法制度を踏まえ･､｢基金｣ ｢公益信託 ｣｢NPO｣ を基軸に､
リ出方自治体｣ ｢公益法人｣｢コミュニティ･トラスト｣などの相互の協力 ･支援 ･連携関係の観点
.ヒr)､｢地方自治体｣ ｢地域住民｣ ｢民間企業｣等の相互間の関係性について､模式図化したものであ
る｡
また､図表19は､"企業および個人における ｢寄付金｣制度を利活用して地域活性化 ･地域振興
の新たな方法論を展開するための支援システム"として体系図化したものである｡
現段階においては､これらの基金に対する寄付を行う際に問題となる ｢寄附金の控除問題｣は､
若干残るといえよう｡しかしながら､｢地方自治体の財政制度との仕組みの中で位置づける｣ことに
より､問題が解決される局面もある｡これらの基金については､公益信託などで運営されることに
より､広範な観点よりまちづ くり公益信託の促進が図られると大いに期待されるところでもある｡
このように､｢基金｣｢まちづ くり公益信託｣｢NPO｣制度の利活用方法などについては､地域活性
化やまちづ くりの促進を図るという新たな視点､すなわち､21世紀分権時代の地域社会は､自らの
発想と自らの汗と努力により形成することが重視されるということを踏まえ､地域住民は主体的に
参加する参加者 (委託者)として参加し､受益を得るということから､再認識される必要がある0
すなわち､委託者と受益者の両者の観点より､(1)基金 ･寄付金の拠出者 ･出摘者､(2)基金 ･寄
付金等の財産管理者 (地方自治体)､(3)基金･寄付金等の受託者 (信託銀行)､(4)公益日的､(5)受
益者 (助成先)､(6)寄付金の控除問題など､多角的な観点より研究すべき時期にある｡
(追記)
本稿は､本学 『紀要』論文､財団法人電源地域振興センターの研修､都庁の研修などにおける講
演要旨などを基礎に､近年の筆者の原稿を基礎に､平成11年度祉信託協会より ｢信託研究奨励金｣
の交付を受けたことを契機に､新たに体系的に論述した ｢『信託研究奨励金』の提出論文｣(中日り報
告論文)に､さらに加筆修正したものである｡
資料 ･データ等については､信託協会初め東京都､柏崎市等関係諸団体等にご提供いただいた｡
期して感謝の意を表したい｡
ただし､本稿の数値以外の内容については､関係諸団体等における公式見解ではないことをお断
りしておきたい｡すべて筆者出井信夫の個人的な見解､提案であることをご了解いただきたい｡
(注)
1) 出井信夫 ｢地方自治体による基金制度の現状と将来｣ 『民間との連携による事業手法を学ぶ』研修報告
fltj'-､平成5年3月､財電源地域振興センター
80 新しいまちづ くり活動の支援システムの研究- ｢基金｣｢公益信託｣｢NPO｣の現状と課題-
① このうち､筆者が財電源地域振興センターで研修講義をした際に､当時､参考事例 として基金の実例
についていくつか調査 した事例である｡
(多 いま一つは､筆者が財電源地域振興センターで研修講義 (平成4年12月1日)を担当した際､各自
治体の担当者が｢ふるさと創生事業｣との関連で基金を設置した事例について､出席した研修生が個々
に発表したもの事例の中から典型的な基金の事例を紹介したもの である｡
2) ｢信託協会｣の資料による
3) 『信託』信託協会､191号 (1997-ⅠⅠⅠ)および ｢信託協会｣の資料による
4) 本稿は､次の文献を参考に執筆している｡記して感謝の意を表したい0
(彰 松下啓一 『自治体NPO政策』ぎょうせい､平成10年11月
(参 熊代昭彦編著 『日本のNPO法』ぎょうせい､平成10年9月
③ 堀田力 ･雨宮考子編 『NPO法コメンタール』日本評論社､平成10年12月
④ NPO･ボランティア研究会 『NPOとボランティアの実務』新 日本法規､平成10年5月
5)NPO･ボランティア研究会 『NPOとボランティアの実務』新 日本法規､平成10年5月
6) 山下茂 ｢地域づ くりトラス ト｣『21世紀を創る第3セクター』所収｡平成 6年7月､公職研､第3セク
ター研究学会編
7) 山下茂 『地域づ くりトラス トのすすめ-ふるさとづ くりへのシビック･トラス ト戦略』平成 5年 4月､
良書普及会
